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わが国における近代的労働市場に関する研究
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結　語

問題労働市場論の課題と方法

　資本が商品市場に登場するのは，貨幣の形態においてである。資本が労働市場に姿を現すのも ，

貨幣形態においてである。資本に転化すべき貨幣の価値変化は，商品市場で交換される商品の使

用価値そのもの，すなわちその商品の消費からである。そして，この消費から価値をひきだすに

は， 価値の源泉であるような独特の性質を持つ使用価値の商品，つまり労働能力または労働力を

市場で見いだすことができねばならない 。

　したがって，労働市場における労働力の売買は，貨幣を資本に転化するものである。そして ，

「貨幣を資本に転化させるためには，貨幣所有者は商晶市場で自由な労働者を見いださなければ

ならない。ここで，自由な，と言うのは，自由な人格として自分の労働力を自分の商品として自

由に処分するという意味で自由な，他面では，売るべき他の商品をもっ ておらず，自分の労働力

の実現のために必要ないっさいのものから解き放されて自由であるという意味で自由な，この二
　　　　　　　　　　　１）
重の意味でのそれである」。 このように，労働市場は，貨幣が資本に転化する労働力の売買市場

である。その労働市場も ，言葉どおりに市場であるならば，労働市場論は労働力の需給関係によ

って労働力の価格決定を説明するとしても ，この価格変動が貨幣の資本への転化そのものとして

とらえられねはならない。このことは，価格決定ないし価格変動それ自体が重要なのではなく ，

労働力の価格変動が労働力を生産諸部門ないし諸部面に配分すること ，まさにそのことが貨幣の

資本への転化の一つの内容をなすということが重要である 。

　また，労働市場における労働力の売買は，職種という労働力商品の素材的実在形態（労働力の
　２）

「格」）にもとづいておこなわれる。このような労働力のｒ格」にもとづく需給は，賃金が十分に

伸縮的であるという則提においてのみ，労働（力）市場としての需給の均衡が可能となる。労働

力のこの均衡は，実は，労働力の「格」にもとづく生産諸部門ないし諸部面への配分である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４２）
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　このように労働市場における労働力の需給関係は，労働力の移動に他ならない。もちろん，労

働力の「格」づけをともなう移動である。この労働力の移動は，資本による労働力の吸引と反発

にもとづくものであ って，労働市場への労働力の創出 ・流入は，基本的には，資本の本源的蓄積
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
過程として明らかにされるものである。また，機械装置が労働能力を無価値にすることによっ

て，

したがって資本によっ て労働が実質的に包摂されるなかで，労働力の「格」は下落する。そして ，

この下落は，性別や年齢を超えて労働力化をすすめていく 。こうして資本と賃労働との交換の成

立過程は，また，国家による動員をふくめて新たな労働力の流入の問題は，労働市場における労

働力の諸生産部門への配分とは別に論じられるべきものである。したがって，労働力の需給は ，

このようにして，労働力の資本による吸引と反発としてとらえられ，それを通しての労働力の移

動としてとらえられるべきものである 。

　ところで，労働市場において賃金が労働力の需給によっ て変動するには，その基礎に労働力の

プールが必要である。この労働力のプールは，資本の求める労働力が自然人口に制約されないた

めの条件である。もし，自然人口に制約されるとしたら，資本の活動はこの自然的条件の制約下

に押し込められることになる。資本は，それ自体の活動のうちに，この自然人口の直接的な制約

から開放される人口法則を見つけだす。資本が成立しその活動によっ て発現するという意味で歴

史的法則である人口法則は，したがって労働力の需給を資本の活動のうちにある資本と賃労働の

交換としてとらえることを求める。資本の生産過程における労働様式が，労働者から機械の形態

にある資本に直接に移転されて現れ，これによっ て労働能力が無価値になるということ ，すなわ

ち， 商品の生産過程で生きた労働から機械の活動に重点が移行するようになるとともに，労働力

の需給は，資本主義の生産過程で社会的労働を資本と賃労働との対立を措定するものとして，す

なわち生きた労働と対象化された労働との交換としてとらえなおされねばならない。いまや，資

本蓄積にともなっ ておきる資本による労働力の吸引と反発，したがって，資本の蓄積に規定され

る生きた労働と対象化された労働との交換として，労働市場における労働力の需給は把握すべき

ものとなる 。

　この資本の蓄積は，資本主義的生産に固有の生産様式を前提とすれば，その源泉を相対的剰余

価値にこそ負うものである。もちろん，その場合でも ，絶対的剰余価値生産を否定するものでは

なく ，ただ，この生産様式においては相対的剰余価値の生産こそ，この生産様式に固有のもので

あるということである。この相対的剰余価値生産の発展は，労働手段の変革，あるいは労働方法

の変革，また，その両方の変革にもとづく生産方法の変革において展開する。そして，この生産

方法の変革を内包した資本蓄積において，労働の流動化，すなわち労働の主体的過程における労

働能力の無価値化，価値生産において直接的労働への依存が小さくなることが促進され，その生

産方法に対して相対的
幽動的形態の過剰人口が創出される。この相対的過剰人口の流動的形態

は， 労働力の吸引と反発とをともなっ て発生するものである。この点についてマルクスは，『資

本論』において「近代的産業の中心　　工場，マニュファクチ ュア，冶金工場，鉱山なと　　 で

は， 労働者が，ときには反発され，ときにはふたたびいっ そう大量に吸引され，そのため，生産

規模との比率ではつねに低下していくとはいえ，就業労働者数は　般に増加する。この場合には ，

　　　　　　　　　　　　　　　５）
過剰人口は流動的形態で実存する」といっ ている 。

　資本主義的生産における労働市場，すなわち近代的労働市場の成立は，何よりも流動的形態の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３）
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相対的過剰人口が存在することにある。それとともに，他の二つの存在形態である潜在的，停滞

的過剰人口が存在することを条件とする。しかし，相対的過剰人口の存在をもっ て， 直接に労働

市場における失業をとらえることはできない。労働市場における失業は，景気循環にもとづいて

現れ，循環の諸局面において労働市場における労働力の需給関係をとおして賃金の価格変動に影

響をもたらすものとして存在する。失業が労働力の需給に影響するのは，失業が産業予備軍とし

て市場に存在することにおいてである。マルクスは『資本論』の中で，ｒ産業予備軍は，停滞と

中位の繁栄との期間中には現役労働者軍を圧迫し，過剰生産と興奮との期問中には現役労働者の

要求を押さえ込む。したがって，相対的過剰人口は，労働の需要供給の法則が運動する場の背景

である。相対的過剰人口は，この法則の作用範囲を，資本の搾取欲および支配欲に絶対的に適合
　　　　　　　　　　　６）
する限界内に押し込める」という 。このことからすれば，労働市場論は，労働力の需給関係にも

とづく労働力の価格の変動の基礎にある相対的過剰人口の，資本蓄積が進行することにともなう

その累増を，その存在形態との係わりで明らかにし，また，景気循環にともなう賃金の価格変動

に規定される諸生産部面への労働力の配分をこそ，その主要な理論的課題とすることだといえよ

う。 また，労働市場の段階的区分の問題がある。この区分は，近代的労働市場の経済理論として
は， 産業資本主義段階から独占資本王義段階を通じての論理で構築され，その間の区分は経済理

論からだけでは困難である。なぜなら，資本主義的生産に一つの固有な生産様式では，機械とそ

の細目に展開，資本蓄積の進展にもとづいて大工業として発展する過程における段階区分は，そ

のまま労働市場の段階区分とはならない。労働市場のそれ自体としての段階的区分は，労働基準

形成の論理として，資本と賃労働との対立過程そのものをもっ て社会的に論じられねはならない 。

すなわち，それは，労働運動を考慮に入れた具体的過程としてのみ解明しうる 。

　つぎに，本稿の直接の課題と方法を明らかにしておこう 。本稿においては，労働市場論の理論

的課題からして，近代的労働市場の形成史とは区別されて，日本資本主義における機械装置の発

達と大工業の発展とを近代的＝資本主義に固有の労働市場の成立条件としてとらえ，そこでの資

本と賃労働との交換に起因する労働力の移動，すなわち，賃金の一般的変動とは区別された労働

力の需給関係によるその市場価格の変動によっ て， 労働力が諸生産部面に配分される過程，なお ，

この過程において，失業が発生するが，その全過程を解明することである。もちろん，労働市場

における労働力の移動は，相対的過剰人口の累増過程，したがって相対的過剰人口の存在形態を

媒介にしてこそ可能になるものである。また，労働市場における労働力の移動は，賃金と失業に

ついての労働組合の関与を経て行われるものであり ，それゆえ労使関係をも視野に入れなければ

ならない 。

　　１）マルクス『資本論』２ ，新日本出版社版，２８８ぺ一ジ 。

　　 ２）モーリス　ト ソフ（Ｍａｕｎｃｅ　Ｄｏｂｂ）は，労働者の賃金収入にかかわる要素の一つとして，労働者

　　　の格（ｇｒａｄｅ）をあけている（モーリス　トソフ，氏原正治郎訳『賃金論入門』新評論社，１９５８年 ，

　　　３５ぺ 一ジ）。 この格は，労働する期問とともに上昇するものとされているところからすれば，それは

　　　具体的 ・有用労働にかかわる技能を成すものであり ，したがって労働の質に規定された労働力の

　　　ｒ格」であるといえよう 。

　　 ３）「分業はすでに，労働者のもろもろの作業をますます機械的作業に転化していくのであ って，その

　　　結果，ある一点にいたると，機械の機構が労働者にとっ てかわることができるようになるのである
　　　（動力の経済学［ｅｃｏｎｏｍｙ　ｏｆ　ｐｏｗｅｒｌについて）。 つまりここでは，特定の労働様式が労働者から機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４４）
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　械の形態にある資本へ直接に移転されて現れるのであ って，この移し換えによっ て労働能力は無価値

　になる。ここから機械装置にたいする労働者の闘争が生じるのである」（「経済学批判要綱」第２分冊 ，

　『マルクス資本論草稿集』　，大月書店，４８８ぺ 一ジ）。

４）「資本の中位の増殖欲求との関連で」（前掲『資本論』４ ．１０８９ぺ一ジ）過剰な人口というのは，資

　本主義的生産に一つの固有な生産様式を前提し，利潤の平準化を想定したところでの，したがって市

　場価値を規定する剰余価値率に対応する労働力の需給関係でとらえたものといえる 。

５）前掲『資本論』４ ．１１０１ぺ一ジ 。

６）同上書，１０９８ぺ一ジ 。

１． 資本主義的労働市場の基本構造

　資本主義の労働市場においては，資本が膨張したり収縮したりすることによっ て， 労働力の相

対的供給不足，あるいは相対的供給過剰が現れる。マルクスがこのように『資本論』において主

張するのは，近代的産業にとっ ては，労働の需要供給を資本の膨張と収縮によっ
て， したがって

資本のそのときときの増殖欲求に従って規制する　　その結果によるということである。労働力

の相対的供給不足，あるいは相対的供給過剰は，資本が膨張したり収縮したりするそれぞれの局

面あるいは部面で，労働力の需給によっ て賃金が変動するものとして現象する。この局面あるい

は部面で，労働力の需給によっ て賃金が変動する現象は，これを賃金一般の変動としてとらえれ

ば， もっと違った内容が明らかになる。すなわち，マルクスの『資本論』によれば，賃金の一般

的運動は，「産業循環の周期的変動に照応する産業予備軍（ｉｎｄｕ．ｔ．ｉ．１１．
Ｒ。。。。。。。。ｍ。。）の膨張と収

縮とによっ てもっ ぱら調節される。したがってその運動は，労働者人口の絶対数の運動によっ て

ではなく ，労働者階級が現役軍と予備軍とに分解する比率の変動によっ て， 過剰人口の相対的大

きさの増減によっ て， 過剰人口があるときは吸収され，あるときは遊離される過程によっ
て， 規

　　　　　　１）
定されている」ということである。このｒ労働者階級が現役軍と予備軍とに分解する比率の変動

によっ て， 過剰人口の相対的大きさの増減によっ て」賃金の　般的運動が規定されるということ

は， この　般的運動が労働の需給関係によっ て規定されることではない。「労働者階級が現役軍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
と予備軍とに分解する比率の変動」は，結果として剰余価値率の変動をこそ示すものである。そ

れゆえに資本の膨張と収縮にともなう労働市場の相対的供給不足と供給過剰をもたらす産業循環

の周期的変動が，賃金の一般的運動を規定することになるのである。そして，「労働者階級すな

わち総労働力と社会的総資本との関係を規制する法則」にもとつく賃金変動であるこの賃金の一

般的運動と ，労働力を諸部門，諸部面に分配 ・配置する賃金運動とは，したがって労働の需要供

給の法則（Ｇｅ。。ｔ． ｄ。。 Ｎ．ｃｈｆ。。ｇ．ｕｎｄＺｕｆｕｈ。。。ｎ Ａ．ｂ．ｉｔ）とは，厳密に区別されるべきものである 。

　なお，労働市場における労働の需要供給の法則の作用をとらえる場合に重要なことは，この法

則の作用する範囲が資本の搾取欲および支配欲に絶対的に適合する限界内に押し込めるのが，相

対的過剰人口（。ｅ１ａｔｉｖｅ　Ｕｂｅ．ｖｏｌｋ．ｍｎｇ）だということにある。それゆえ相対的過剰人口は，「労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の需要供給の法則が運動する場の背景である」ということを，確認しておく必要がある。それと

いうのも ，労働市場論が仮に労働の需要供給の法則の作用を解明するものだとしても ，その法則

が作用する背景としての相対的過剰人口を取り上げねばならないとすれば，総労働力と社会的総

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４５）
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資本との関係を規制する法則を取り上げざるをえないからである。なぜなら，相対的過剰人口の

創出は，資本蓄積から解明するほかはなく ，したがって総労働力と社会的総資本との関係を規制

する法則を取り上げざるをえないからである 。

　このように見てくると ，労働の需要供給の法則が作用する場としての労働市場は，実は，資本

による労働力の吸引と反発によっ てもたらされる労働力の移動がおこなわれる圏域である。また ，

資本による労働力の吸引と反発によっ てもたらされる労働力の移動というのは，資本と賃労働と

の交換が不安定で確実性のないものであること ，したがって労働者からすれば交換相手の資本

（家）が交替することである。こうした内容において，労働市場とは，資本と賃労働との交換の

「場」である。そこで，労働市場の市場構造として解明すべき内容は，資本と賃労働との交換に

おいて，交換当事者としての資本（資本家）と賃労働（労働者）との双方の事情である。もちろん ，

この双方の事情は，景気の循環から生じる労働力の吸引と反発を別として，労働市場の市場構造

を規定するのは，機械装置の自動的体系の発達と大工業の発展にともなって生じる一方での労働

能力の無価値化と他方での個人としての発達からもたらされるもの，すなわち科学 ・技術を利用

する能力の発達である。労働力の「格」をめぐる資本と賃労働の双方の市場によっ て， 双方の市

場支配力あるいは市場組織化とかかわ って，労働市場の市場構造が成立するにいたる 。

　賃金の変動は，労働人口の特殊的生産諸部面への配分を規定する需給法則が作用する過程にお

いてて生じるのである。しかしこ？賃金変動は，過渡的 ・経過的な変動でしかなく ，その変動は

労働人口の特殊諸生産部面への配分が終了するとともに一般的水準に落ちつくことを予定されて

いる。しかし，実際には，労働力の「格」ごとに交換されるのであるから，需給関係にもとづく

賃金変動で労働力が移動するには，「格」の制約を超えたところでなけれは困難である。労働力

の「格」にもとづく市場構造は，いわゆるミス ・マッ チを引き起こすことになる 。

　そこで，労働市場の市場構造を規定する労働力の「格」について，若干立ち入った検討を加え

ることにしよう 。

　労働市場は，資本と賃労働との交換の「場」である。労働市場におけるこの交換において ，

Ｍ・ Ｄｏｂｂのいうところの労働者のｒ格」，つまり労働力のｒ格」にもとづく売買は，資本主義的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）生産過程における労働様式に規定されて展開する。すなわち，資本による労働の形式的包摂のも

とでは，労働力のｒ格」は，労働のｒ格」でもある。それは，具体的には，職人的熟練としての

労働の「格」を意味し，職種ないし職掌で区分される。しかし，大工業が発展し，機械装置の自

動的体系のもとで労働が行われる段階，すなわち，生産過程において労働者から機械の形態にあ

る資本へ直接に作業が移転される労働様式においては，そこでの個人の能力の発達を考慮すると
き， また，使用価値形成とかかわり ，したがって，一つの集団の労働の一部としての労働の

「格」はそのまま労働力の「格」とは成しがたいものとなる。それは，資本に直接支配された労

働過程で，機械に従属した等級制（労働の「格」）を形成するからである 。

　そこで，化学工業を例にとっ て労働の「格」について，具体的に検討することにしよう 。ここ

で， 化学工業をとりあげたのは，資料的制約からである。また，この化学工業とは，農商務省の
　　　５）
工場分類にもとづくもので，そのなかのセメント ，染料，人造肥料，人造絹糸をとりあげる。セ

メントでは，技能態別には製粉工，焼成工，製灰工，検査工，容器運搬工，容器修理工がある 。

労働力の性別は，容器修理工が女子であるのを除いて他は男子工である。製粉工，焼成工は機械

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４６）
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を王とした作業に従事し，製灰工は機械を使用しながらも手業を王とする。検査工，容器運搬工 ，

容器修理工は，純粋手工業で一人で工夫しつつ種々の巧綴な作業をなす。習熟期間は，焼成工 ，

検査工が１ケ年，他は１ケ月であるという 。こうした技能態様からみて，労働力の「格」の形成

は， 機械装置そのものが主である作業という性格から，習熟は企業のもとで一部を除き短期間に

おこなわれる。このように，大部分が特殊な技能をもたないために，労働の「格」がそのまま労

働市場で労働力の「格」として成立することは少なかった。染料（硝化工，硫化工，還元工，浴解

工， 合成工，配合工）と人造肥料（分析工，窯素工，運搬工，カーバイト臆付工，カーバイト粉砕工，石

灰窯素櫨工，鉛窒工，鉛工，火夫，アンモニア瓦斯工，硫安精製工）では，すべて職工は男子であり機

械を使用しながらも手業を主とする。習熟期間は，染料ではすべて６ケ月 ，人造肥料では鉛窒工 ，

鉛工，火夫，アンモニア瓦斯工が１ケ年，分析工，窯素工，カーバイト臆付工，カーバイト粉砕

工， 石灰窯素臆工が３ケ月 ，運搬工と硫安精製工はＯケ月となっ ている。染料，人造肥料がセメ

ントと違う点は，機械装置の自動化の違いから来る労働内容である。人造絹糸では，原料工のみ

が機械を使用しながらも手業を主とするものであり ，紡糸工，紡機工，淘條乾燥工，（以上男子）

紡糸女工，繰通女工，仕上工女，漂白工（男女）のいずれも機械を主として人力はわずかにその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
援助をなすものであ った。習熟期問は，漂白工の３ケ月を除いて後はすべて４ケ月である 。

　大正末年頃のこの時期（１９２４ ・１９２５年度調査）の化学工業では，その労働力は「大部分が特殊の

技能をもたぬので，事業が順調で，所々で労働者需要の多い場合には作業が容易で収入の多い工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
場を求めて轄々し，移動率も殆ど八％以上に上る」といわれている。しかし，一般的不況の時期

には，移動率は４５％以下になり ，募集方法は「一 在籍職工其他知人の紹介，二，門前又は附

近募集廣告，三，新聞廣告，四，公設職業紹介所依頼，五，螢利職業紹介所依頼，六，出張募集

中一以外の方法は殆と稀である。書面調査工場一○九（内包含實地調査工場一○を除く）に於いて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
其の九割二分は之により ，他の五方法は総て之との併用になっ ている」という 。

　　　　　　　　　９）　また，機械製造業では，作業は鋳金，製罐または銅細工，機械加工，仕上加工があり ，労働力

の技能別の「格」には，製図工，模型工，鋳工，製鋳工，銅工，機械工がある。機械工は，機械

工場における作業の主体をしめるもので，人員もほぼ８０％を占めるという 。この機械工が使用す

る機械は，穿孔機（ホールハン），旋盤機，平面機（ヒカルハン），縦削機（ステ ソキハン），成形機

（シャーピン），韓削機（フライスバン），研磨機である。なお，「之等の作業は，純然たる機械作業

にして而も機械は設計圖と一分一厘を異にするも組立てるをえず。従って之に従事するものは十

分に機械使用に熟練すると共に絶えず注意を働かす事を要し」３ないし４年以上の習練の後に一

人前となり ，「其の経験は何慮にても役立ち相富な賃金を得て十分熟練工と構し得る」ものであ
　　１０）

った。さらに機械工場内の付帯する作業として，試験，電気工，火夫，機関手がある 。

　機械工場は，人数および作業が多種多様であることから，２種（大物仕，小物仕あるいは手仕上 ，

機械仕上）または３種（センバン，フライスバン，ボールバン）等に分かれ，各工場別に工場長が置

かれる。「各工場毎に（平職工三○人位）藪人の組長を置き其の下に伍長を置きて一方作業の教師

となさしむると共に他方監督をなさしめている。殊に鐸物工場の如きは殆ど團骨豊請負制度を採る

ものなれば伍長が一團誰（三人より五人位）の長となっ ている。斯くて造られた部品は最後に仕上

工の下に至りて更に手工的又は小型機械によりて精細に調べられ鐘をかけて完全となり組立工に

　　　　　　　　　　　　　　１１）
よっ て組立てられる」のである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４７）
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　機械職工の採用は，一般職工と見習職工とではその方法が異なる。熟練工の場合は，何らかの

形式で技量試験がおこなわれ，一般の試験としては面談がおこなわれるのが普通であ ったという 。

その移動率は ，１９２５ ・１９２６（大正１４ ・１５）年で，男子機械工月平均２ ．４％，同女子で７ ．３％であ っ
１２）

た。

　以上見てきたように，各工程の作業にたいして職種による「格」づけ（技能態別分類）がなさ

れ， 日給制ないし請負制，その混合制という賃金算定方式からすれは，技能の種類や程度で職位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）に分けるいわゆる職務による区分は存在しなかったといえる。したがって，労働の「格」は技能

態別に区分され，労働力の「格」としては職種に区分される。この場合，作業職としての職掌の

もとにおける区分であることはいうまでもない。また，作業職の職種は，労働市場における労働

力売買に当た っての「格」でもある。しかし，それによっ て労働市場が横断的に構造化されてい

たといいうるわけではない。というのは，移動率と職種ならびに性別による移動率の差異など
，

さらに機械装置の使用とかかわって習熟訓練が短期であることから，熟練工としての横断的市場

を確固たるものとする程には技能の程度がは高くはなかった 。

　さらに，職業別ならびに地方別労働力移動をみると ，いわゆる「出稼」が重要な位置を占めて

いる。ここでは「出稼」を「必ず帰来の意思を以て行はれる努力の移動」，「『地元』と看傲され

る一定の地域から其の地域外に向つて行はれる努力の移動」，「出先地に或る一定期間滞留する努
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）力の移動」，「該努働力の供給源たる地元の家庭経濟と不可離の關運を有する努力の移動」として

とらえておく 。『大正１４年出稼者調査』（１９２７年）は，出先職業のみの簡単な調査であり ，職業分

類も「工業及鑛業土木建築業，商業，農林業，水産業，通信運輸業，戸内使用人，雑業，不詳」

に分類されるだけで，また，かなりの脱落があるものと推定されるものであ ったという 。この調

査によれは，全国における出稼者総数は ，７８５ ，２７８（男子４５４ ，００３，女子３６３ ，５５１）人で，そのうち工

業及び鉱業が半数近い３７４ ，９３５（男子１６９ ，１０７，女子２０５ ，８２８）であ った。なお，１９２８（昭和３）年の

総数は ，９０５ ，８２４（男子５４２ ，２７３，女子３６３ ，５５１）人で，男女出稼者の比率が逆転している。しかし ，

工業のみでみれば，出稼先職業は製糸，紡織が中心でいわゆる狭義の工業の比率は小さく ，した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）がっ て男女比の逆転は１９３２（昭和７）年の段階でも見られない

。

　さて，この出稼の労働力は，労働市場にとっ て如何なる意味をもつものと理解されるべきであ

ろうか。資本と賃労働との交換としては，何ら特別の意味をもつものではない。それが労働市場

で特に意味をもつのは，賃金が一般的に変動するその基盤を形成するということにおいてである 。

すなわち，出稼労働力は，労働力需給関係に措定されるものではなく ，資本の蓄積に規定され ，

資本による労働の吸引と反発とに規定される相対的過剰人口として把握されるべきものである
。

出稼労働力は，排水渠に従って流出する潜在的過剰人口というべきものである。それゆえにこそ ，

出稼労働力についての出身職業とともに出身職業が問題になり ，出先職業は工業，出身職業は農

業である労働力移動が重要な位置を占めることになる 。

　ところで，労働市場における相対的過剰人口としては，さらに臨時工がある。臨時工自体は ，

昭和初期に臨時工問題として社会的問題となる以前から存在している。臨時工は，「期限付職工 ，

定期工，見習工，臨時夫，手傳工，請負工，人夫など」と呼はれ，海軍工廠及ぴ八幡製鉄所では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）「職夫」，陸軍工廠では「見習工又は試工」と称せられるものを含んでいた。しかし，常時，臨時

の区別は，実体的にも即断を許されないものであ ったが，業務の臨時的繁忙を補うために短期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４８）
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雇用される職工であるということからすれば，保護法上の地位は別として，相対的過剰人口の流

動的存在形態の労働力と見るべき者である。なお，この臨時工については，労働市場の組織化の

視点から別個に述べることにする 。

　こうして，労働市場の構造は，労働力の売買が，労働の「格」に対応する労働力の「格」，す

なわち具体的には職掌のもとの職種に応じておこなわれる。このとき ，労働の「格」は，機械を

使用するときの労働者の主体性にかかわ って，いいかえれば，機械装置の自動的体系の発達とか

かわって職種がさらに職務として分化する場合でも ，労働力の「格」は労働市場では職種で評価

（外部市場）される。職種における技能の態様としての職務の評価は，年功として日給に対する加

給で評価（内部市場）される。年功によるこうした加給は，機械に従属して労働が細分化されそ

れが部分労働者によっ て担われるようになることを則提している。それゆえ，こうした年功によ

る日給に対する加給は，本稿が対象としているこの段階では，　般的に成立していたものではな

い。 資本と賃労働との交換は，資本による労働力の吸引と反発である。この交換における賃金の

一般的変動は，相対的過剰人口の存在を基盤とする。そしてこの相対的過剰人口は，機械と大工

業の発展，すなわち資本主義的生産に一つの固有の生産様式が成立することと ，この生産様式の

もとでの資本蓄積にもとづいて形成されるものである。労働市場の構造は，労働の「格」に対応

する労働力の「格」の評価のあり方によっ て形成されるとともに，相対的過剰人口の存在形態に

規定された，資本と賃労働との交換の形態に即した労働力の区分にもとづいても，労働市場は構

造イヒされる 。

　　１）マルクス『資本論』４ ，新日本出版社版，１０９５ぺ一ジ 。

　　 ２）結果として剰余価値率を変動させるというのは，資本主義的生産に固有な生産様式においては，富

　　　の生産，すなわち資本主義においては商品の生産において，資本の実在的存在でもある機械装置の力

　　　が大きく作用し，直接的労働への依存が小さくなるなかでは，生きた労働に対する搾取率の変更をも

　　　 って説明することはできない。そうだとすれば，実在的富の創造において直接的労働への依存が小さ

　　　　くなるなかでの剰余価値率を変動というのは，どういうことであろうか。マルクスは，「経済学批判

　　　要綱」（前掲『マルクス資本論草稿集』　，４８８ぺ一ジ）のなかで概要次のように述べている。すなわ

　　　 ち， 資本による生きた労働の取得が，一方では，大工業の発展したもとで科学が資本に奉仕するよう

　　　　になっ ているところで，科学から直接に生じる分析と力学的および科学的諸法則の応用によっ
て， 以

　　　前に労働者がおこなっ ていたのと同じ労働を遂行する能力を機械に与え，他方で，労働者のもろもろ

　　　の作業を機械的作業に転化する分業がもたらした現存する機械装置それ自体がすでに，大量の資源を

　　　供給することから直接的な実在性を受け取るという 。

　　　　　また，機械装置が資本の特殊な形態としての固定資本でもあることから，この固定資本としての価

　　　値移転（減価償却に対応）と流動資本にたいして社会的に配分される剰余価値，すなわち平均利潤が

　　　　実現するという回り道において，社会的労働を資本と賃労働という形態で措定する結果として剰余価

　　　　値率は変動する 。

　　　３）前掲『資本論』４ ．１０９８ぺ一ジ 。

　　　４）マルクスは，『直接的生産過程の諸結果』のなかで「資本主義より以前の生産様式の内部で，古い

　　　　生産諸関係をのりこえてこれらの関係が資本関係に転化するよう迫る交易手段および生産手段と欲求

　　　　とが，発展していなければならない。しかしそれらは，資本のもとへの労働の形式的包摂を乗じうる

　　　　程度に発展していさえばよい」と ，述べている（『マルクス ・エンゲルス選集』９ ，大月書店版，４７１

　　　　ぺ一ジ）。

　　　　　この形式的包摂の段階では，労働過程にたいする資本の支配は問接的であり ，したがって労働過程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４９）
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　　の自律性は，なお，一定程度維持されている 。

　５）農商務省の分類では，窒業，製紙業，漆器業，製革及毛皮精製業，発火物業，製油及製膿業，製薬

　　業，護謹製造業，化粧品製造業，石鹸及膿燭製造業，染料塗料其他製造業，人造肥料製造業，雑業
　　（人造絹糸等）となっ ている 。

　６）中央職業紹介事務局「職業別努働割青」（一）化学工業，『職業別労働事晴』（日本労務管理史資料集
，

　　第三期第１巻，五山堂書店，１９９３年），末尾付表参照 。

　　　しかしながら，化学肥料工業において，科学 ・技術の進歩とともに機械装置が発達すると ，職種は

　　細分化されるようになる。たとえは，水性カス法による硫安製造工程は，カス発生工程（カス発生エ

　　 カス発生臆係），機械工程（カス発生工機械係），調整工程（カス発生工調整係，カス発生工分析係） ，

　　歴縮工程（合成工厘縮機係），除炭工程（合成工除炭装置係），高厘精製工程（合成高厘精製係），合

　　成工程（合成工合成係），給水工程（合成工給水係），油回収工程（合成工油回収係），銅液再製工程

　　（合成工銅液再製係），液安製造工程（合成工液安充填係），揚酸工程　母液製造工程（硫安工硫酸係）
，

　　飽和工程（硫安工飽和係），分離工程（硫安工分離機係），運搬工程（硫安エコンベアー係）というよ

　　うに，職種は職務に細分されている（労働省職業安定局『職務解説』第３輯「化学肥料製造業一硫

　　安 ・硫酸 ・燐肥一」 ，１９４８年，８ぺ 一ジ）。

　７）同上書，１７ぺ一ジ 。

　８）同上書，１７～１８ぺ一ジ 。

　９）機械工業は，機械製造業，船舶車輌製造業，器具製造業及金属製造業に区分され，機械製造業は ，

　　 １・ 原動機及付属機械類，電気機械類，卿筒其他一般の機械類，２ ．金属工用，木工用，染色工用 ，

　　其他各種製造用又は加工用機械類，３ ．農業用，採臓業精練用，其他機械類をいう 。

１０）中央職業紹介事務局ｒ職業別努働事情」（三）機械工業，前掲『職業別労働事情』 ，２３～２８ぺ一ジ 。

１１）同上書，２８～２９ぺ一ジ 。

１２）同上書，３８～４３ぺ一ジ 。

１３）製鉄業では，初日給１円２０銭を標準とし，業務の種類により１０銭乃至０銭の加算がある。昇級は ，

　　 ６月と１２月の２回で，日給１円８０銭未満の者は６ケ月に５銭以内，日給１円８０銭以上の者は，１年に

　　１０銭以内と制限されている。勤続年数を重ね技量優秀な者で３円２０銭を超える場合は所長の許可がい

　　 ることになっ ていた。日給の他に奨励割増の加給，時間外歩増があ った。役付職工は約１５年で伍長
，

　　その上の組長までは日給であ った（東京府学務部社会課『職業調査』第５輯工業編，１９３５年，２４６ぺ

　　 一ジ）。 このように製鉄業では，職務評価にかわる年功が評価され，その限りでは労働力の移動は制

　　約されることになる 。

１４）協調会調査部『我國に於ける職業別並に地方別努力移動序説』（「社会政策時報」１９９ ・２００號別刷）
，

　　１～２ぺ一ジ 。

１５）同上書，７～９ぺ一ジ 。

１６）労働事情調査所編『臨時工問題の研究』 ，１９３５年，１１ぺ一ジ 。

２． 日本資本主義の再生産の特徴

　日本資本主義の蓄積構造をとらえる場合には，まず資本蓄積構造を如何なる指標で，したがっ

て論理構造においてとらえるかを明確にしなければならない。つぎに，段階規定を与えるための

指標を明らかにする必要がある。こうした論理的手順の後で，その段階における資本蓄積構造を

明らかにすることが可能になる 。

　また，資本主義の発展は，資本主義に固有の生産様式から，したがってそれが形成される時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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の確定を含んで，その分析は始められるべきである。そのうえで，労働生産物の生産者が，生産

手段から，さらには消費手段からも引き離される過程を経て，産業資本のための国内市場が形成

され，産業資本家が創生される過程についての歴史的解明が可能になる 。

　そこで，日本資本王義が，資本王義的生産に固有の生産様式を分析するために，それが成立し

た時期を確定することから，分析は開始されねばならない。資本主義的生産に固有の生産様式は ，

労働手段としては機械の発展とその機械のもとでの労働として大工業での協働が形成されること

を指標としてとらえられる。そのとき ，この機械と大工業とによっ てとらえられた生産様式が成

立する産業部門の広がりを何処までのものとして見るかは，資本主義の発展を規定する生産力の

発展段階との照応関係を明らかにする上で重要である。そこで，生産力の発展段階を把握するた

めに，この生産力の発展がもたらす産業構造を，生産力基軸という概念をもっ て接近することに

する。資本王義の産業構造は，とりもなおさず大工業の展開であり ，この展開のためには，機械

装置の発達を軸にする必要がある。しかも ，その機械装置の発達は，機械の細目への浸透が工場

内分業，さらに社会的分業として展開する過程のもとで大工業を形成する。そこで，大工業のこ

うした展開過程を，生産力基軸としてとらえることができる。また，この生産力基軸の展開は ，

工業における生産部門ないし部面の展開を規定し，さらには産業全体の構造的展開をもたらすも

のとして把握することを可能にする。もちろん，生産力基軸からの産業構造の把握は，労働過程

においてとらえたものであり ，それを生産様式としてとらえようとすれば，この労働過程を資本

が直接把握したものとしてとらえ直すことが必要である。そして，このとらえ直しによっ て， 生

産力は生産過程における素材的実在形態において把握することになる。ただし，資本主義的生産

に固有な生産様式のもとでとらえた場合には，それのみでは産業資本主義と独占資本主義の直接

には二つの段階は区別しえない。労働市場としてこの段階を区別するためには，後述するように

労働基準形成の杜会的過程を加えねばならない 。

　資本主義の生産基軸としては，鉄鋼，石炭，機械を挙げうるし，その上に成立 ・発展する新生

産基軸として電力，石油，化学ただし石炭化学を加えることになる。この新生産力基軸において ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
日本資本主義における生産独占の成立と生産機構としての軍事的性格の基盤が与えられる 。

　資本主義の生産力の展開は，このように産業資本主義の展開としては，鉄鋼，石炭，機械とい

う体系性をもっ たものとなる。それはまた，機械の細目にわたる浸透に基礎をおく大工業として

こうした生産力の体系の素材的すなわち使用価値としての展開としてとらえうる。この生産力体

系としての産業構造は，それが資本，産業資本として展開するに当た っては，その産業資本のた

めの市場が形成されることが前提される。その市場では，この生産力の体系性に対応する生産と

流通の諸部面および生産材と消費財の諸部門のコンカレントな過程が，資本循環の停滞なき流れ

に向けての波動の過程をなす。そして，この波動の過程がもたらす諸部面，諸部門の展開構造こ

そが，剰余価値の資本への転化がもたらす産業資本の構造であり ，状態としての産業構造である 。

産業資本の諸部面，諸部門のもとで生産された剰余価値のこの諸部面，諸部門間への社会的配分

の仕組みこそ，産業資本の蓄積構造に他ならない。こうして，産業構造は，使用価値，すなわち

素材的視点と価値的視点との双方からとらえられることになる 。

　また，資本蓄積の構造が，資本の循環に規定された産業構造において，すなわち産業資本の循

環がもたらす諸部面と諸部門において示されるとすれは，日本資本王義の資本蓄積構造は，この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５１）
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産業構造の素材的側面が資本の循環に規定された，したがって資本の一つの特殊な形態である固

定資本としての機械の体系的発展と生きた労働すなわち直接的労働との要素，前者による後者の

支配する関係と ，この関係を基礎として形成された剰余価値の生産諸部門および諸部面への配分

機能とをもっ て示される 。

　それでは，資本蓄積構造の日本資本王義の段階的特徴は，素材的構成の側面では何処に求めら

れるのか。この場合，産業構造を素材的側面でとらえるのは，生産力の発展段階を問題とすると
き， 労働の資本による包摂の段階，すなわち形式的包摂と実質的包摂との段階的な差異，したが

って資本主義的生産における生産様式の成立過程を把握するうえで必要な手順であるからである 。

加えて，この特徴を産業の一般的モデルと対比することはできない。なぜなら構造それ自体の理

念型を，歴史的かつ素材的な現実から確定することは困難だからである。そこで，特殊性を明ら

かにするために思い起こさねばならないのは，資本主義に一つの固有の生産様式というマルクス

の指摘する概念である。資本による支配のもとで展開する機械を中心とした協働の構造がとる形

相， すなわち機械制工場生産とその展開としての大工業という資本主義に固有の生産様式が，そ

れが展開されるほどに生産力の体系的展開が見られるか否かが，焦点となる。展開する生産力の

体系，産業の素材的構造において，生産様式からみた不均等な構造があるとしたら，それは資本

主義に典型的な産業構造が，機械の細分化を基礎とする大工業の展開を保証する産業の素材的構

造にたいして，ある一つの資本主義における個別の産業構造がとる特殊性となるといえよう 。こ

うして，日本資本主義の資本蓄積構造の特質は，産業構造それ自体とともに生産様式からみた産

業構造の特殊性から，資本主義の発展段階としての特殊性としてとらえられることになる 。

　そこで，日本資本主義の生産様式からみた特殊性は，鉄鋼，石炭，機械という生産基軸のうえ

に成↓する生産様式が，機械と大工業をもっ て形成されているかとうかの検討から始められねは

ねらない 。

　まず，生産基軸のうち，鉄鋼については官営八幡製鉄所の創設によっ て鉄鋼産業の軸が形成さ

れた。当時の鉄鋼市場は，兵器，鉄道，建設資材を中心とした市場であり ，鉄鋼生産は，官営八

幡製鉄所の製鉄鋼作業の開始（１９０１年）で，急速に増加したが，それでも増加する需要に追いつ
　　　　　　　　　２）
けず輸入量も増加した。その後も増え続ける需要に対して，国内生産高が輸入高を超過するよう

になるのは，大正末期になっ てからであ った。日清戦争（１８９４～１８９５年）期までは，製銑事業は ，

「たたら吹き」による砂銑鉄と釜石鉱山の再興に成功した田中製鉄所の洋式高炉による鉱石銑と

であ って，その生産力は陸海軍工廠に設置した製鋼事業の鋼塊原料である銑鉄需要のなかはに満
　　　　　　　　３）
たないものであ った。官営八幡製鉄所の稼働によっ ても ，もとより国内生産で需要が充たされた

わけではない。１９０４（明治３７）年には，銑鉄についてみれは，国内生産に輸移入，輸移出を差し

引きした需要高の５０％が国内生産高であり ，その国内生産局の２５７％，差し引き需要高の１２９％

が八幡製鉄所の市場占有率であ った。しかし，鋼材については，同じくそれぞれ６２ ．５％，１２ ．１％

であ った。この時期の民間製鉄所の生産高は，釜石鉱山田中製鉄所が，銑鉄生産で八幡製鉄所を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
凌駕していたが，鋼材については足下にも及ばなかった。民間の鉄鋼業への進出は，製銑，製鋼 ，

圧延事業へと展開するが，これは日露戦争を直接の契機として，当時の軍事工業を中軸とした重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
工業の確立過程を補充するものであ ったという 。１９０６年（明治３９）年には，八幡製鉄所の銑鉄生

産高は１００ ，２３２トン，国内生産高の７０ ．９％，鋼材生産で９０．６％に達したことからすれば，なお ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
差し引き需要高に対する比率はそれぞれ４１ ．Ｏ％，１５．２％に過ぎないとはいえ，鉄鋼生産力の軸が

できたといえよう 。なお，この八幡製鉄所の技術水準をみると ，製鉄所の設計はＡ．レー デブー

ア（Ｌｅｄ，ｂｕ、，Ａｄｏ１ｆ，１８３７－１９０６）の指示にしたが って，クーテ ・ホフヌンク製鉄所（Ｇｕｔ．

ｈ．ｆｆ。。。ｇ．ｈ。廿。 略称ＧＨＨ）に委託され，ＦＷリュールマン（Ｌ．ｈｍ。。，Ｆ．１ｔ． Ｗ，
１９８４－１９１８）およぴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
ＲＭテーレン（Ｄ

。。１．ｎ，ＲＭ ，１８４３－１９０５）の協力で成 ったという 。公称能力日産１６０トンの第一高

炉は，作業開始の１９０１年２月中は，１日平均出銑高１６７トンに過きず ，， コークス比は３５にも達

した。その後出銑量は１００トンまでになっ たが，自製のコークスの品質が悪かったこともあり ，

たびたび挿入物が降下しない「棚掛かり」状況を生じ，１９０２年７月に高炉操業は中止された。し

かし，平炉による製鋼は，転炉の困難な中でまずまずの順調な操業が行われた。圧延作業は ，

１９０１年６月 ，薄板 ・中形工場の運転に始まり ，小型工場，軌条工場，分塊工場がそれぞれ操業を

開始した。しかし，各工場とも稼働率は低かったという 。これでわが国最初の鉄鋼一貫製鉄所の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
作業が開始され，棒鋼 ・形鋼 ・軌条 ・薄板などの圧延鋼材が製造されるようになっ

た。

　また，日清戦争後，景気の循環を経験しつつ急速な銀行　信用の膨張とともに資本蓄積が進行

したが，この金融 ・信用制度の強化を背景にした産業の展開は，主として運輸業であ った
・１８９３

年からの１０年問に，鉄道は２ ．３倍，船舶保有高は４ ．８倍となっ た。 しかし，製造工業の発展は相対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
的に遅れ，その中心は軽工業，とくに紡績工業であ った。これが，日本資本主義成立期の産業的

構造を示すものであり ，素材的基盤の脆弱さと軍需への特化，そして脈管体系としての交通 ・運

輸の発展とが成立させた産業の素材的構造であ った 。

　そこで，この産業構造の実相を明らかにするために，資本主義的生産に固有の生産様式にとっ

て欠かせない条件である機械産業について検討することにしよう 。鉄鋼一貫生産が確立したとき ，

機械生産の素材面の条件は，一応整ったといえる。しかし，明治期の機械器具生産の中心は，造

　　　　　１０）
船業であ った。そしてまた，明治３０年代の産業構造にとっ て大きな位置を占めた繊維工業なかん

ずく綿糸紡績産業の作業機たる紡績機械の生産は未発達であ った。それはまさに，「作業機中に

船舶，車両等の交通機器及び電気機械を含む原動機器製造業が破行的に異常に発展せる総生産機

梅二であ
った。機械的経営の普及は，日露戦争（１９０４～１９０５年）以後のことであ った。しかし機

械需要は，多くは輸入によっ てまかなわれた。日露戦争後機械類の輸入額は，２千７～８００百万円

ないし３千数１００万円に達し，その後１千数１００万円ないし２千万円低下したが，１９１１（明治４４）

年には，２千６００余万円まで回復した。その主なる輸入機械は，紡績，製鉄その他繊維工業用機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
械で，ついで電気機械，原動機類および金属工業用，木工用機械であ った。第一次世界大戦

（１９１４～１９１８年）後，兵器船舶機械類の需要が増加し，各地に造船工場の増設 ・拡張をみ，鋳鉄
・

鍛鋼の諸材料，汽罐その他機械類の製造が盛んとなっ た。 その他方で，紡績織物の諸機械類，製

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
紙機械等の輸入難が国内生産機械の需要を喚起したという 。機械工業が機械経営の需要を賄える

ようになるには，第一次世界大戦後まで待たねばならなかった。それは，機械による機械生産と

しての機械工業の確立という意味においてである 。

　また，素材産業，労働手段産業のつぎに動力源産業について見なければならない。そこで石炭

について検討することになるが，鉱山局の１８７４年の調査によれば，生産量は当時２０７
，８００余トン

であ ったという 。その石炭生産は，日清戦争を期に産炭を増大させることになっ た。 この増炭の

背景には，当初製塩用の燃料使用が中心であ ったものが，工場用，船舶用，鉄道用の使用量を増

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）
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加させ，逆転することがあ った。１９０６（明治３９）年には，船舶用１８０万トン，鉄道用１０４万トン
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
工場用３７７万トン，製塩用６５万トンとなっ た。 このように当時の石炭の用途から産業の展開を見

ることができる。また石炭の用途は，１）燃料のうち直接燃料として汽罐動力用（船舶，汽車 ，

一般工業用動力，発電機用），製煉用（乾燥臆用，熔焼臆用，熔鑛燈用，反射臆用，鋳臆用），窯業用（セ

メント ，石灰，ガラス，陶器製造用），還元用（亜鉛蒸饅，海綿鐵，製鐵用，酸化防止用），家庭用燃料 ，

粉砕して加熱用に供するものとして，ロータリーキルン用，熔焼及瘤化用，乾燥用，冶金用（鐵

鋼工業用，銅鑛製煉用，鉛鑛製煉用，試金用），加工燃料として練炭用，カーポン製造用，原料とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
て骸炭製造，瓦斯製造，完全瓦斯化用，液化用，低温乾留用である。なお，石炭を原料とする生

産物および副産物は多岐にわたるが，石炭化学は新生産基軸として展開するものである。この段

階では，骸炭製造を別として，主として燃料として使用された。高炉用燃料としてのコークス製

造は，八幡製鉄所は当初外部から購入することとし，内製化は製銑開始に遅れて１９０１（明治３４）

年１０月から開始された。それも当初の計画によるコッペー炉ではなく ，仮コークス炉としてのビ
　　　　　　　　　　　　　１６）
一ハイフ炉で生産を開始した。このコークス製造技術が劣悪であ ったことが，高炉の操業を悪化

させる一つの要因にな った。選炭工場の建設とコッペー式コークス炉が完成し，作業を開始した

のは１９０４年４月からであ った。さらに，副産物捕集式炉であるソルベー炉によるコークス製造が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
開始されたのは，１９０６（明治３９）年からである。これによっ て， 副産物としてのガスを原料とす

る石炭化学への道が付けられることになる 。

　ところで，当時の採炭技術は，１８８４（明治１４）年に，目尾構内排水が解決し，それと前後して

蒸気力による捲揚機械，扇風機の設置がなされ，竪坑が１８０～２５０尺に達した。こうして洋式技術

の採用と蒸気力による機械化が展開した。その後日清日露戦争を契機とする需要の拡大を背景と

して，機械化採炭は全面的に展開することになっ た。 しかし，なお，この段階では，動力は蒸気

力であり ，通風 ・排気での機械的進歩はみられたが，採炭機構としては明治末年ようやく試験時
　　　　　　　１８）
代に入ったという 。しかし採炭機構の機械化は，第一次世界大戦後の好況とその後の炭鉱業の不

振のもとでも打開の機をつかみえず，昭和初頭の世界恐慌のもとの産業合理化を経て展開するこ

とになっ た。

　この石炭産業における合理化は，炭価の原単位が低廉化すことに対して機械化による労働生産

性の向上，採炭の効率化を追求するものであ った。この採炭の効率化は，動力への電力利用と集

約探炭にあ った。また，そこでの採炭能率（１人当たり）は，カ ッター ピッ ク等機械の利用と

穿孔作業に機械を投入し爆破薬の使用能率を向上させることであ った。こうした機械の採用と精

鋭労働力の集中作業による長壁式採炭方式の採用は，沸面から卸までの輸送の効率化が求められ

ることになる。採炭が集約化されたことで，沸面から卸までの輸送の効率化のために，チエ ー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ン・ コムベーヤー ないしベルト ・コムベーヤーによる輸送組織が必然化した。この段階に至 っ
て， わが国の石炭採炭機構は，機械化に到達したといえる 。

　このように採炭機構の機械化は，坑道と切羽における機械化である。この機械化は，採炭の場

としての切羽の集約化，この１丁切羽から長壁式への展開にともなう採炭空間の拡大が採炭，積

込， 運搬，支柱（充填）等の分業を生み，機械の体系的導入を可能にする。採炭とともに切羽は

移動し，この移動に先行して坑道が掘進され，坑道は延長される。坑道は採掘された石炭の坑外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
への搬出，坑夫の切羽への往復，揚水，送風等の動脈をなすものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
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　もう一つの生産力基軸である機械については，機械体系の構成要素とともに機械による機械生

産の展開としてとらえねはならない。すなわち機械器具生産部門は，原動機，作業機，伝達機の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
各生産部門としてとらえられねばならない。それはまた，機械の細分化を基礎とする大工業の展

開を可能にする労働手段としての条件でもあるからである。そこで，まず原動機についてみれば ，

産業革命を実現した動力源である蒸気機関の普及という点では，１９世紀末でや っと６万馬力，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
れは１８４０年のドイッやフランスの水準でしかなかったという 。機械による工場生産，大工業の動

力源としては，表気機関から出発する。しかし，馬力当たりの執消費効率の悪さや重量，容積の

大きさから，蒸気タービンはともかくとして，やがて蒸気タービンによる電力事業の発展ととも

に機械の動力機は電動機へと移行することになる 。

　ところで，軍事工業に牽引された生産力基軸の発展は，機械工業への波及に制約を加えるもの

であ った。すなわち軍部は，戦時の緊急の必要や兵器の増産時には，民間機械企業への発圧を増

やしながら，不要になれば外注を打ち切 った。こうして民間機械企業は，軍需の動向とともに浮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
沈を繰り返し，軍部に対して主体性を確立することができなか った。この主体性を確立すること

なしには，機械工業としても生産力の体系的発展の軸となることは不可能であ った。なぜなら ，

軍需の動向に引きずられた発展は，機械工業に破行的構造を与えることになっ たからである。そ

れでも ，軍事工業と民問機械工業との関係は，造船工業の発展の中で比較的交流が可能であ った 。

さらに，機械工業の発展に関与したのは，鉄道の発展であり ，機械工業としては車輌工業として
　　　　　　　　　２４）
発展することであ った。しかし，工作機械の発展は，なお遅れている。それは，工作機械と金属

材料の発展を基盤とするといわれる自動車工業が，や っと１９２０年代になっ て始まっ たということ

に現れている。その工作機械は，第一次世界大戦のもとで，急速に拡大することになっ た。 しか

し， なお技術水準は低く ，標準旋盤（Ｇ型）の生産に成功し，量産に入れるようになるのは ，

　　　　　　　　　　　　　２５）
１９２０年代に入ってからであ った 。

　こうして日本資本王義の生産力基軸が形成され，自立的な発展の可能性をもっ てくるのは，大

正末期から昭和の初頭とみることができる。しかし，この自立的発展が可能になっ た時期は，化

学， 石油，電力という新生産力基軸が付加，形成された時期でもある。このように，新 ・旧生産

力基軸が重なっ て急旋回したところに，軍需に王導され破行的構造をもっ た産業構造として展開

するという後進資本主義の特殊性が見られる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
　つぎに，化学工業の展開について見ることにしよう 。わが国の化学工業の展開は，明治期では ，

硫酸 ・ソーダ，火薬など官営工場における化学工業によっ て始まる。マッ チ， 石鹸，ヨード，セ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
ルロイド，顔料およびペイント等は，民間産業として出発した。しかし，化学工業の本格的な展

開は，低廉かつ豊富な電力の供給によっ て電気化学工業の成立基盤が確立することと ，鉄鋼，都

市ガスの発展にともなう石炭乾溜（タール回収）によっ て有機合成化学工業の基礎が確立してか
　　　２８）
らである。また，化学工業における生産集積の基盤となる代表的な技術は，アンモニア合成の技

術である。この技術によっ て， 高温 ・高圧，触媒の利用，計測器による操作にもとづく化学工業

の展開を見ることとなっ た。１９２０年から３０年にかけて，この技術は急速に世界に波及し，わが国

でも第１次世界大戦後の戦後不況期に日本窒素が合成アンモニアの技術を導入し工業化に成功し

た（１９２３年）。 このように，第１次世界大戦期から昭和初頭にかけて，旧財閥が化学工業に進出す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
るとともに，巨大なコンビナートとしての確立期を迎えることになっ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５５）
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　電力については，動電気の発生は１８００年イタリアのウォルタの発明した電池から始まる。わが

国において，発電機による発電は，１８８０年に海軍がグラム式磁性電気燈のためにイギリスに発注

したのが晴矢とされている。電灯需要をもとにした発電は，東只電燈が浅草に交流の集中火力発

電を建設し（１８９５年），また水力発電は１８９０年に下野麻紡績や足尾銅山が自家発電した。　般供給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）のためには，京都市が蹴上で琵琶湖の疎水で発電した（１８９２年）。 このように，初期の電力需要は ，

その多くが電燈需要であ った 。

　しかしながら新生産力基軸としての電力は，動力としての電力にある。もちろん，電力産業の

発展は，電燈による市場の拡大が電力需要を拡大することを則提としている。動力革命として電

力が利用されるようになっ たのは，大正期電気化学が発展したことに関連している。いまや，動

力としての利用は，大正初期に蒸気機関にたいして優位を占めるようになっ た。 艦船，兵器，そ

の原料としての金属関係で，１９１１年には電動機の馬力数が蒸気機関のそれを超え，ついでセメン
ト， 製紙，人造肥料等の化学工業（１９１４年）が，また紡績業（１９１７年）がそれを超え，大正期に入
　　　　　　　　　　　３１）
って電力の優位は確立した 。

　石油産業には，石油鉱業，石油精製業，石油化学がある。しかし，新生産力基軸としての石油
は， 石油鉱業を則提として石油精製にある。わが国では，大正中期までは，原油の採掘から精製 ，

輸送，販売まで一貫して行われていた。大正末年になると，海外原油の流入があり ，石油精製が

中心となるに至った。石油精製の技術は，大正末期には高温 ・高圧の熱分解技術が導入された 。

また，石油の用途は，薬用に始まり燈火用，加熱燃料用，内燃機動力用，化学原料用へと広がり

をもつものである。ところで，わが国の石油産業は，１８８８（明治２１）年に現在の日本石油が設立

されるとともに近代産業として始まっ た。 また，石油鉱業の発展は，輸送機関と重工業の発展を

促した。石油精製は，１９００（明治３３）年から１９２０（明治９）年にかけて世界各地で新油田が開発さ

れ， それとともに海外からの石油の輸入も増加した。石油の供給過剰が価格の低落を招き，国内

の原油産出は１９１５（大正４）年をピーク（４７万キロリ ソトル）として漸減した。第１次世界大戦後
は， 石油需要は増加する一方であ ったが，それは内燃機 ・舶用ボイラーの発達という内燃機革命 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
さらに自動車 ・オートバイの普及もあ ってのことであ った 。

　石油輸入の増加と石油製品の多様化とで石油需要が増加するもとで，太平洋岸精油所が出現し

た。 この段階では，精製技術 ・装置は一変した。すなわち，１９２０年には海軍の徳山燃料廠はトラ

ンブル式パイプ蒸留装置，１９２３（大正１２）年には日本石油が鶴見工場にダブス式分解装置を輸入
　３３）

した 。

　以上のごとく生産力基軸の発展とそれにともなうわが国における産業の展開をみてくると ，日

本資本主義においては，産業革命にもとづく大工業の発展から独占の成立基盤となる技術とそれ

を利用した生産力を基礎とする産業の展開は，時問的に短く ，かつ生産力の新旧基軸は一部並行

して展開し，それが日本資本主義の生産力，したがって産業の素材的構造を特徴づけることにな
　　　　　３４）
ったといえる。すなわち，この構造的特質は，輸入技術に基づく生産力のもとに展開する軍工廠

と財閥による重工業，化学工業にたいして，それらの生産する製品を生産手段とする自立的再生

産が形成する生産力，産業の展開によっ て大工業の展開における構造的特質が形成されたのであ

る。

　わが国におけるこの時期の機械装置の発達と大工業の展開における素材的，つまりは固定資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５６）
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としての機械装置体系の生産部門及び部面における肢行的展開は，社会的労働の資本と賃労働と

して措定するときの，ひいては対象化された労働による生きた労働の取得において，一つの構造

を生むことになる。この構造は，市場を媒介として剰余価値の資本問の配分を，したがって利潤

率に階層化をもたらすものとなる。利潤率の階層化として特徴づけられる資本蓄積の構造的特質

は， この利潤率の階層化，取得法則が発現させた現象としてのこの特殊性は，歴史的かつ実在的

に証明されるべきものであるが，本稿では割愛しそれは別途証明するほかはない 。
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１１）豊崎前掲書，３１ぺ一ジ 。

１２）農商務省工務局『明治４４年王要工業概覧』（土屋喬雄『現代工業史資料』第２巻，労働文化杜 ，

　１９４９年），３３５ぺ一ジ 。

１３）鉄道省運輸局『鑛，砿石，鐵及鋼，銅，鐵及鋼製晶，機械二関スル調査（重要貨物状況第八編，大

　正１５年２月）』（『明治前期産業発達史資料』別冊９１一皿，明治文献資料刊行会，１９７１年），１～２ぺ 一

　ジ 。

１４）小田正憲『日本採炭機構論』，巌松堂書店，１９４４年，６５ぺ一ジ 。

１５）野村証券株式会社調査部編『我国王要産業の諸構成一附金解禁の影響一』（野村投資研究叢書第九

　輯，大同書院，１９２９年） ，１６１１～６２ぺ一ジ 。

１６）三枝 ・飯田前掲書，３５５ぺ一ジ 。

１７）同上書，５０９，５１８ぺ一ジ 。

１８）小田前掲書，９４～９５ぺ一ジ 。

１９）同上書，９５～９７ぺ一ジ 。

２０）隅谷三喜男氏は，坑道と切羽を採炭に不可欠の構築物とし，この構築物と機械との統一を施設とす

　　る（隅谷三喜男『日本石炭産業分析』，岩波書店，１９６８年，３８５～３８９ぺ 一ジ）。 工場生産においても ，

　建屋等構築物が不可欠である。しかし，機械と労働力（資本の素材的側面）を労働手段と労働方法

　（労働過程的把握）として一体にとらえて工場，さらに一つの生産様式として大工業としてとらえう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５７）
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　　る。石炭産業では，労働対象が地下資源であることから採取という生産方法の独自性が認められる 。

　　 この独自性が，構築物の独自性を規定するものとなる 。

２１）豊崎稔氏は，資本生成産における機械器具生産部門の体系的構成を，原動機生産部門，作業機生産

　　部門からなるとする（豊崎稔『日本機械工業の基礎構造』，日本評論社，１９４９年，２～３ぺ 一ジ）。 機

　　械装置の伝導機構は，おそらく付帯的構成として生産部門として考えられ，独自の部門とはとらえら

　　れていない。しかし，エレクトロニクス機器の登場とその群管理になると，この伝達機構を独自の部

　　門として扱う必要がでてくる。それは，生産部門としてとらえられるかどうかということではなく
，

　　機械系に対する制御系 ・情報系の一体化を把握するためにも必要であり ，それとともに機械体系の構

　　成要素として独自の発達が見られることにもとづく 。

２２）星野芳郎 ・向坂正男「機械工業の史的発展」（有沢広巳編『現代日本産業講座』Ｖ，各論１Ｖ機械工

　　業１ ，岩波書店，１９６０年），１１ぺ一ジ 。

２３）同上書，２７ぺ一ジ 。

２４）同上書，２７～２９ぺ一ジ 。

２５）同上書，４１～４３ぺ一ジ 。

２６）化学工業とは，鉱業のさまざまな工程に科学的生産方法を系統的に導入することだとすれば，石炭

　　の地下ガス化は鉱業の化学工業化であり ，冶金工業においても硫化鑛を粉状にして流動焙焼炉で硫酸

　　化熔焼するフリュオン ・ソリッ ド焙焼法は冶金工業の化学化である（有沢広巳編集『現代日本産業講

　　座』１Ｖ，各論皿化学工業，岩波書店，１９５９年，４～６ぺ 一ジ）。 こう見てくると，新生産力基軸とし

　　ての化学工業は，プロセスを化学化することの意義を重視することとはもとより ，ただそれだけでは

　　なく ，新製品，新産業の出現にともなうかをもっ て基軸工業の展開としてとらえる必要がある 。

２７）有沢則掲書，２８～２９ぺ一ジ 。

２８）同上書，３３～３４ぺ一ジ 。

２９）同上書，４３～４５ぺ一ジ 。

３０）有沢広巳編『現代日本産業講座』皿，各論１エネルギー産業，岩波書店，１９６０年，９７～１０４ぺ一ジ 。

３１）同上書，１０８～１０９ぺ一ジ 。

３２）同上書，３２９～３３０，３３７～３４４ぺ一ジ 。

３３）同上書，３４８ぺ一ジ 。

３４）　日本資本王義における産業資本の確立期は，イキリス，アメリカ ，トイソ，フランス，ロシアでは ，

　　すでに独占を成立させていた。こうした世界市場のもとで後発した日本資本主義は，産業資本の確立

　　に引き続く独占資本の成立過程を並行させることになっ た。 日本資本主義は，こうした外的規定性へ

　　の対応として，軍事的独占資本の形成に向かったという（山田舜「産業資本確立期の杜会」，塩澤君

　　夫 ・後藤靖編『日本経済史経済法則発展の検証一』，有斐閣，１９７７年，３１０～３１３ぺ 一ジ）。

３． 日本資本主義の労働市場と市場組織化　　労働基準の形成

　日本資本主義においては，明治末期から大正期いっ ぱいにかけて，資本主義に固有の生産様式

が成立した。石炭，鉄鋼，機械という生産力基軸は，機械装置の自動的体系を軸とする資本主義

的経営たる工場の成止を条件付け，この工場生産は機械の細部にわたる展開とともに大工業の展

開を可能にした。すなわち，大工業の展開は，産業革命の基礎条件である鉱工業のエネルギーと

しての石炭，このエネルギーを使った動力機としての蒸気機関，その動力を伝達する伝導機とこ

れらの二つの要素とともに道具機によっ て， 機械装置が成止し，それら装置の素材をなす鉄鋼の

生産展開によっ て資本主義的生産に固有の生産様式の生産力基軸となる大工業の展開が基礎づけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５８）
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られる。さらに，それに対して電力，化学，石油という生産力基軸が付加されることで，重工業

としての産業構造を形成される。こうして，機械が細部にわたり浸透し，細部化された生産諸部

門， 諸部面が産業構造を形成することにおいて，大工業は発展する。この機械の細目化に対応し

それに従属して，労働力の協働関係は工場内分業，社会的分業として構造化される。すなわち ，

労働は自立的な労働過程であることを止め，あるいは止める過程として直接に資本によっ て支配

される労働過程，したがって労働過程は価値増殖過程として労働する側からは客体的な生産過程

となる。この生産過程では，資本主義的富の創造である商品の生産にとっ
て， 直接的労働の果た

す機能は機械装置の果たす機能に比べて小さくなる。こうして労働力は，生産過程に向かい合う

労働力として，産業構造に対応して配置されるようになる。対象化された労働である機械装置の

自動的体系の進展，さらには，そうした資本の素材的実在，すなわち使用価値としての資本が一

つの特殊な形態である固定資本となるに及んで，社会的労働は資本と賃労働との対立において措

定され，この資本と賃労働との交換，そこでの需給法則によっ
て， 労働は生産諸部門，諸部面に

配分されるのである 。

　ところで，日本資本主義は，工場生産に基づく大工業の展開を，新旧生産力基軸を並行させて

短期に実現させたが，この産業の化学化としての重工業化の過程は幾度かの不況を経過すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
で， 生産の集積を進展させることになっ た。 また，この重工業および化学工業の展開は，工場と

大工業のもとでの生産において需要する労働力の「格」について規定することになる。すなわち ，

社会的労働を資本と賃労働とにおいて措定するときに，その資本の素材的実在としての機械装置

の自動的体系の展開，さらにはそれが産業の構造として展開する過程において，この「格」は規

定される。すなわち，労働過程における主体的労働がもつ「格」ではなく ，労働に対する客体的

過程である生産過程における対象化された労働による生きた労働の支配として，資本の側から条

件づけられた労働力の使用価値における「格」として規定されるのである。また，この労働力に

対する規定性は，したがって具体的には，機械を軸とした資本主義的経営のもとでの労働力の等

級制として把握される。しかし，こうした労働力の「格」は，労働市場において需要される労働

力の条件として重要なのではない。労働過程における労働する側の主体性は，その労働過程が資

本によっ て直接に支配される時，すなわち資本主義的生産様式のもとにおいて，労働の「格」と

して格づけられる。この労働の「格」においては，労働者にとっ ての主体性は否定されており ，

したがって，労働市場においての主体性は，この労働の「格」については成立しない。労働市場

における労働者の主体性は，労働力の「格」として成立する限りの主体性は，職務ではなく職種

としてしか成り立たない。しかも ，その職種の主体性が成り立つのも ，職場における職務規制

（ｊ．ｂ　ｃ．ｎｔ、。１）が制度的に保障される場合に限られる。それは逆に，工場生産における労働力が機

械に従属するものとしての等級制が，直接に労働市場の需給関係を規定するわけではないという

ことでもある。この等級制は，労働組合の職務規制を，したがって職場における労使関係を媒介

として労働市場における労働力の需給関係を規定するのである。すなわち，労働市場における労

働者の主体性は，職種，場合によっ ては職掌としての労働市場の組織化を，職種が職務に細分化

されるとともに，労働組合による職務規制を通じてのみ補完され，確保されるものとなる
。こう

　して，労働市場における労働力売買の主体性は，労働者による労働市場の組織化とかかわ って把

握されるべきものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５９）
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　日本資本主義における重工業 ・化学工業の発展として展開した大工業は，そこにおける資本蓄

積によっ て， 工場において需要される労働力が創出 ・供給されるものとして，それは近代的な労

働市場を形成することになる。したがって，この近代的，すなわち資本王義的労働市場の形成は
，

工場における労働生産性，より厳密に言えば資本の素材的実在ので一部である機械の生産性向上
と， 景気循環の諸局面の変動を経過するもとで展開する産業の構造を規定する労働力の反発と吸

引， そして相対的過剰人口の累積として把握されねばならない。この労働力の反発と吸引は，労

働力の需給にもとづく賃金の価格変動であり ，資本による労働力の需給に労働力の側が即応する

ことが可能であるためには，社会的に労働力のプールが不可欠である。このプールが，相対的過

剰人口である。また，資本による労働力の反発と吸引は，相対的過剰人口の存在を前提とすると

ともに，その中に固定的過剰人口を形成 ・沈殿させていくことになる。資本のこうした機能のも

とにあるのが，近代的労働市場である 。

　そこで，日本資本主義における労働市場の成立を把握するために，労働力の反発と吸引を資本

と賃労働との個々の交換としてではなく ，労働市場の社会的広がりにおいて，すなわち労働力の

移動としてとらえることから始めよう 。そのために，まず，幾つかの産業における工場数，職工

数を規模別に時系列でとらえ，労働力の移動を推測することにする 。

付表 ：１　金属産業における工場数の趨勢

１９０９年 １９１４年 １９１９年 １９２４年 １９２９年 ユ９３４年

５～　　１０人 １０６（２６６ １８６（１９３ ３４３（１８６ １１ ，４４４

３４２

１， ２４７（１３３

３７６

１， ９４９（１９７）

６９９ １， １４４ １， ３８０ ２， １４６

１０～　　１５ ｝　　　１３７（９１

　　　　　　２２８

４２４ ４１２（１５ ７１２（２１）

２２０（５７ ５８３（５６
４２４ ４３０ ７３３

１５～　　３０
２８７ ６３９

４４７ ５１３（１４ ９７８（　７）

４４７ ５２７ ９８５

３０～　　５０ ２６（　１） ４４（　２） １５２（　３） １６９ １７２（　１）

２７

３９６（２）
４６ ユ５５ １６９ １７３ ３９８

５０～　１００ １８（　Ｏ） ３５（　０） ７３（　１） ８９ １１７（　Ｏ）

１８

２１８（　１）

３５ ７４ ８９ １１７ ２１９

１００～　２００ ｝　　　　２１（　０）

　　　　　　　２１

４３（　１） ７４（Ｏ）

２６（　Ｏ） ７４（　０） ７４
４４ ７４

２００～　５００
２６ ７４ ７４

４５（　Ｏ） ５３（０）

４５ ５３

５００～１ ，Ｏ００ 一（一） ３（　０） １１（　Ｏ） ８ １０（　０） ２５（　０）

３ １１ ８ １０ １５（　Ｏ）

１， ０００～ 一（一） １（Ｏ） ７（０） ６ ４（０） １５（０）

１ ７ ６ ４ １５

計 ３０８（３２３） ５２２（２５３） １， ４１３（２４６） ２， １２７（２３４）

６３６

２， ５６６（１６４）

７７５

４， ４２０（２２８）

１， ６５９ ２， ３６１ ２， ７３０ ４， ６１８

官営工場 １８４（４２） ４３（　４） ５（一）
２２６ ４７ ５

（備考）　 １）第１部門の金属（金属精錬 ・金属材料，鋳物，その他の金属製品等）。

　　　 ２）（）括弧内は原動機未使用で外数，また下段は小計。ただし，１９２４年の原動機
　　　　未使用工場は外数としては不明 。

　　　 ３）塩澤君夫等編『日本資本王義再生産構造統計』，岩波書店，１９７３年から作成 。

（３６０）
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　　　付表 ：２　金属産業の職工数の推移

８９

１９０９年 １９１４年 １９１９年 １９２４年 １９２９年 １９３４年

５～　　１０人 ２， １７３（　１０） ２， ４０９（　１２１） ４， ５１５（３７０） ７， ３９６（４３４） ８， ３４８（　３４５） １２ ，６５１（　５６ユ）

４， ９２２（３８！） ４， ９４３（　２５０） ８， ４２９（　５２０）１０～　　！５

５～　　３０

｝３

，４３７（２２６） ４， ４５０（３１０） ９， ９９９（ユ ，１６７）

９， ０３０（８９６） １０ ，７９３（７９９） １９ ，９４９（１ ，３１５）

３０～　　５０ ユ， ０１０（　８７） ！， ６９９（１６０） ５， ８０５（９５５） ６， ２１６（１ ，！２６） ６， ４６２（６８８） １４ ，９１ユ（１ ，３７６）

５０～　１００ １， １９３（２３７） ２， ４２３（３３３） ５， ０７０（８９５） ５， ８８３（６６６） ７， ９８５（８７５） １４ ，９４２（１ ，３４４）

５， ８１７（７３３） １０ ，４３４（９１５）１００～　２００

００～　５００

｝４

，３９２（　６６３） ５， ４３６（　７６１） １４ ，７７３（１ ，６９６） １５ ，７３８（１ ，８７７）

１４ ，３４４（ユ ，４１５） １６ ，５６６（１ ，５２１）

５００～１ ，Ｏ００ 一（　一）
１， ７７７（１３６） ７， ３５８（１ ，０３９） ５， ５３８（４００） ７， ４０５（５５３） １６ ，５３５（７７４）

１， ０００～ 一（　一）
２， ２３０（　１９） １３ ，５５９（８０６） ３２ ，０７５（１ ，６２６ １０ ，６１３（１９１） ４４ ，６９６（９３７）

計 １２ ，２０５（１ ，２８３） ２０ ，４２４（１ ，８４０） ６１ ，０７４（６ ，９２８） ８６ ，７９８（７ ，４０６） ７６ ，７１０（５ ，８４９） １５９ ，１１３（９ ，２６３）

官営工場
２３ ，７５０（１ ，４４４） １８ ，８１５（４３３） ６６０（　８８）

（備考） １）

２）

３）

金属産業とは，第１部門に属する金属精錬 ・金属材料品，鋳物，の他の金属製品等 。

括弧内は，女子で内数 。

出典は，付表 ：１に同じ 。

付表 ：３ 機械器具産業における工場数の趨勢

１９０９年 １９１４年 １９１９年 １９２４年 １９２９年 １９３４年

５～　　１０人 ２７８（５６４） ４９０（４８０） １， ０４７（５１８） １， ９３４ ２， ４５９（４６４） ４， ２７７（５４７）

８４２ ９７０ １， ５６５ ２， ９２３ ４， ８２４

１０－　　１５ ｝　　　　２９８（１７１）

　　　　　　　　　４６９

６５３ ６３３（６２） １， ２５２（４２）

４２５（１４５） １， ０４３（２０）
６９５ １， ２９４

１５～　　３０
５７０ ２１８

６４６ ７５４（４３） １， ５２４（３８）

７９７ １， ５６２

３０～　　５０ ６６（２０） ８５（１２） ２１８（２０） ２７６ ３５７（１１） ６１５（１２）

８６ ９７ ２３８ ３６８ ６２７

５０～　１００ ５７（　７） ７５（　４） １９２（　６） ２０７ ２００（　３） ３６９（　１）

６４ ７９ １９８ ２０３ ３７０

１００～　２００ ｝　　　　　４３（　２）

　　　　　　　　　４５

１０４（　１） １７６（　１）

６５（　Ｏ） １５３（　３） １６７
１０５ １７７

２００～　５００
６５ １５６

６４（　Ｏ） ９１（　Ｏ）

６４ ９７

５００～１ ，ＯＯＯ ６（　Ｏ） １０（　Ｏ） ２１（　Ｏ） ３４ ２５（　Ｏ） ４１（　Ｏ）

６ １０ ２１ ２５ ４１

１， ＯＯＯ～ ５（　Ｏ） １０（　Ｏ） ２７（　Ｏ） ３５ ２７（　Ｏ） ４０（　Ｏ）

５ １０ ２７ ２７ ４０

計 ７５３（７６４） １， １６０（６４１） ２， ７０１（７１７） ２， ４０４（５４５） ４， ６２３（５８４） ８， ３８５（６１１）

１， ５１７ １， ８０１ ３， ４１８ ３， ９４９ ５， ２０７ ９， ０２６

官営工場 １８４（４２） ２５３（３３） ３１９（３７）

２２６ ２８６ ３５６

（備考） １）機械器具とは，第１部門に属する電動機　発電機類等，製造加工用機械器具類，鉄砲弾丸兵器類，車靹類 ，

　船舶，航空機，度量衡器 ・計器類その他 。

２）（　）括弧内は原動機未使用。なお，１９２４年については小計 。

３）出典は付表 １１に同じ 。

（３６１）



９０

付表 ：４

立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

機械器具産業における職工数の趨勢

１９０９年 １９１４年 １９１９年 １９２４年 １９２９年 １９３４年

５～　１０人 ５， ３３２（　４７） ６， １８５（　７１） ９， ９８８（２０７） １２ ，５２１（２８７） ！７ ，１２２（３７４） ２８ ，１５７（６３７）

１Ｏ～　　１５

５～　　３０

｝７５

，２９１（２０５）

７， ６５０（３１９） ８， ０４４（３７３） １５ ，１４９（６８７）

８， ９４０（３４６） １８ ，９５１（８８４）

１３ ，３０３（７３５） １５ ，９５７（１ ，１２５） ３０ ，４０４（１ ，９８７）

３０～　　５０ ３， ２０７（１５３） ３， ５００（１０６） ８， ９６１（６１３） ９， ８８８（６６９） １３ ，９０９（１ ，１７１） ２３ ，４０２（１ ，８８３）

５０～　１００ ４， ３１０（１４６） ５， ３２１（２３６） １３ ，７２８（８９１） １３ ，７４５（１ ，１５８） １３ ，９０２（１ ，５５１） ２５ ，０３２（２ ，２２５）

１００～　２００

００～　５００

｝９

，７２３（４８３）

１， ４１６（１ ，６９３） ２４ ，３１８（３ ，００７）

１３ ，１６６（８２４） ２９ ，８５０（１ ，８０５） ３３ ，５７０（２ ，５９８）

２０ ，７７９（１ ，５４６） ２８ ，０３３（３ ，４９２）

５００～１ ，０００ ３， ８７９（１０６） ６， ４６８（４１７） １４ ，５１３（８３１） ２２ ．０９４０（１ ，８４８） １７ ，２４５（１ ，１８１ ２８ ，６８５（２ ，８２０）

１， ０００～ １２ ，３８５（　６６） ３０ ，４８５（２０１） ８７ ，９４３（２ ，８７４） １１７ ，９５３（３ ，０９２） ６５ ，２０１（２ ，７９９） １０３ ，６０３（８ ，１３４）

計 ４６ ，３７２（１ ，２０６） ７４ ，０６５（２ ，２０１） １８３ ，９３４（８ ，１０５） ２３１ ，５７０（１０ ，７０４） １８６ ，５７５（７７ ，８１３） ３０６ ，９８３（２４ ，９４２）

官営工場 ７３ ，５６０（１ ，４６８） ６７ ，８０３（７６３） ８７ ，５４３（１ ，７３７）

（備考） １）機械器具とは，第１部門に属する電動機　発電機類等，製造加工用機械器具類，鉄砲弾丸兵器類，車輔類 ，
　船舶，航空機，度量衡器 ・計器類その他 。

２）括弧内は女子で内数 。

３）注１）は，１０～１５及び１５～３０人規模，注２）は，１００～２００及び２００～５００人規模 。

４）出典は付表 ：１に同じ 。

付表 ：５ 第Ｉ ・１部門別職工数の推移

１９０９年 １９１４年 １９１９年 １９２４年 １９２９年

５～　　１０人 Ｉ １２ ，４１３ １３ ，８０２ ２２ ，３２７ ２８ ，５７７ ３７ ，５９９

ｎ ９６ ，００３ ８０ ，４９９ １０７ ，１９７ １２５ ，３３１ １６１ ，４５２

１０～　　１５ Ｉ １７ ，２５９ １８ ，５５３

ｌ１

１７ ．０８７ １） ２１ ．７２９
１〕

４３ ．１２０
１）

８１ ，２５０ ７４ ，８３４

１５～　　３０ Ｉ １５３ ．１８８２） １６３ ．０１４ ２） ２０６ ．３３８２） ３２ ，５０８ ３７ ，３２１

ｎ １３２ ，３８５ １４９ ，９３９

３０～　　５０ Ｉ ７， ５１３ ８， ４３５ ２２ ，９７８ ２５ ，１４２ ２９ ，９２１

ｎ ６８ ，５８１ ７９ ，４４２ １０７ ，９８６ １０７ ，１５４ １１７ ，７６７

５０～　１００ Ｉ ８， ７２１ １３ ，７７５ ３０ ，９５５ ３１ ，３１０ ３４ ，２６３

ｎ ８９ ，２２６ １０６ ，８１３ １３８ ，８８８ １４２ ，６５２ １５９ ，２５９

１００～　２００ Ｉ ３２ ，１２４

ｎ ２３ ．６６０ ３） ２９ ．４２９ ３） ６７ ．６７８ ３） ７２ ．７５２ ２） １５８ ，２２６

２００～　５００ Ｉ １５７ ．１３９ ４） １８７ ．７７５４） ２９１ ．８８９４） ３４８ ．３８９
２）

５２ ，４６９

ｕ １９４ ，８４９

５００～１ ，０００ Ｉ ４， ８４６ １１ ，７４０ ２７ ，８２９ ３７ ，５１６ ３３ ，５６７

ｎ ５０ ，９７１ ７１ ，０３０ １１１ ，５３３ １４４ ，７１２ １７２ ，８３４

１， ０００～ Ｉ １２ ，３８５ ３３ ，８４０ １０９ ，２７２ １５７ ，８２５ ８０ ，１１６

ｎ ９８ ，８９４ １２６ ，９４２ ２３２ ，４３６ ３３４ ，８４７ ２７９ ，７８２

計 Ｉ ８６ ，６２５ １３２ ，７５０ ３２４ ，１９９ ４０２ ，８８９ ３５５ ，９３３

ｎ ７１４ ，０１２ ８１５ ，５１５ １， １９６ ，２６７ １， ３８６ ，７２９ １， ４６８ ，９４２

（備考） １）職工数は，男女計 。

２）注１）は，１０～１５人，１５～７０人規模のＩ部門職工数，注２

　２００～５００人規模のＩ部門職工数，注４）は，同ｕ部門職工数 。

３）出典は付表１に同じ 。

）は，同ｎ部門職工数，注３）は，１００～２００人 ，

（３６２）



わが国における近代的労働市場に関する研究（三好）

　　付表 ：６　工場における職工の移動状況

９１

一　般　工　業 政府事業
年　月

雇　　入 解　　雇 月末現在 雇　　入 解　　雇 月末現在

１９２２年１月 ３９ ，８４０人 ３６ ，１０６人 ５３７ ，７６９人 人 人 人

２ ５０ ，９１５ ４０ ，２８４ ５４５ ，２５１

３ ６５ ，５７７ ３５ ，１１１ ５４８ ，５５８

４ ６０ ，２１９ ４５ ，０６５ ６３３ ，７６８

５ ３９ ，５２９ ４７ ，４７４ ６６０ ，６５４

６ ３５ ，５０８ ３６ ，５８９ ６９８ ，５９４

７ ３７ ，６１３ ３８ ，８７２ ７１４ ，２４６

８ ３９ ，７７８ ４４ ，６０９ ７２１ ，９１８

９ ５９ ，５６０ ５４ ，５３９ ７３７ ，６７７

１０ ４３ ，２９２ ４６ ，７９８ ７４１ ，１７７

１１ ３４ ，３３１ ４０ ，６８５ ７４１ ，４８６

１２ ２６ ，２９５ ８１ ，３４４ ６９２ ，０９６

１９２３年１月 ２９ ，２０９ ５３ ，３１２ ６７６ ，３９７

２ ４０ ，０５０ ３７ ，１７９ ６９４ ，０８１

３ ９０ ，７６４ ３７ ，０８７ ７８７ ，７９１

４ ４９ ，３８７ ３９ ，２００ ８２１ ，９６３

５ ３７ ，５８０ ５３ ，７９０ ７９９ ，２０１

６ ４１ ，９４５ ３４ ，１２４ ６３６ ，９５６ １， ６３５ ２， ５５１ １４２ ，１１２

７ ３８ ，４５９ ３７ ，５０８ ６８１ ，１７８ １， ７２０ ２， ３８５ １４１ ，４４７

８ ３７ ，０４８ ４５ ，２７９ ６９５ ，２５０ １， ９９２ ２， ４１２ １４２ ，４０３

９ ４９ ，４４７ ４９ ，２９６ ６９９ ，８３８ ２， ８８４ ２， ４０２ １４７ ，０１８

１０ ４０ ，１７３ ４２ ，３６０ ７０３ ，１１２ ２， ６２３ ２， ６６５ １４６ ，９７６

１１ ３９ ，２９４ ３８ ，０７３ ７２４ ，１０６ ２， ４７５ ５， ０７８ １４５ ，５８０

１２ ３１ ，３９５ ８１ ，９３５ ６８１ ，８７７ １， ９６５ ４， ３１６ １４３ ，２２９

１９２４年１月 ３８ ，８４９ ４６ ，１２２ ６８０ ，３５５ ２， ３７５ ３， ６５６ １４１ ，９４８

２ ８１ ，９３４ ５１ ，３３１ ７２１ ，１９６ ２， ９１８ ２， ８７１ １４１ ，９９５

３ ６６ ，４１８ ４３ ，３４６ ７６０ ，９７８ ２， １８４ ３， ０４０ １４１ ，１３９

４ ５７ ，９３３ ４２ ，２３７ ７８３ ，７１１ ３， ７６７ ３， ３５３ １４１ ，６２４

５ ３８ ，２７２ ５０ ，５０１ ７８５ ，５０２ ２， ９５８ １３ ，１３７ １３３ ，４２２

６ ４７ ，１５７ ４５ ，４７６ ７９０ ，５７８ １， ９３９ ２， ９２３ １３２ ，４３８

７ ４２ ，３６６ ４１ ，９８３ ７９１ ，１０９ ２， ０３９ ２， ４１０ １３２ ，０６７

８ ４１ ，８２３ ４６ ，１４１ ７８８ ，９７９ ２， ０４４ ２， ２９５ １３１ ，８１６

９ ４５ ，８４７ ３９ ，６９３ ７９３ ，６２９ ２， ３９９ ２， ３００ １３１ ，９１５

１０ ３７ ，０７１ ４２ ，４１４ ７８３ ，９９７ １， ６２６ １， ８４７ １３１ ，６９４

１１ ３２ ，１５７ ３１ ，４１４ ７８５ ，７３８ １， ６９８ １， ７４９ １３１ ，６４３

１２ ２９ ，５６３ １１４ ，３９０ ７０４ ，５９９ １， ４７１ ２， １４６ １３０ ，９６８

（備考）１）一般工業は，繊維及び染色工業，機械及び器具工業，化学工業，飲食物工業，雑工業，政府事業についても

　　　　　同じ 。

　　　　２）調査範囲は，全国の製糸工場は職工数３００人見当以上使用のもの，その他工場は約５０人以上使用するものの

　　　　　報告工場 。
　　　　３）出典は，日本銀行調査局『労働統計概要ト労働及労働賃金指数（労働統計小報　第３）』（大正１４年３月） ，

　　　　　日本経営史研究所編『日本銀行作成 ・労働統計』Ｉ ，雄松堂書店，１９７１年 。

（３６３）



９２ 立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

付表 ：７　工場労務者解雇者の帰趨状況

合　　計 同種工業転職 他種工業転職 帰農者 その他１こ転職 未従業者 不　言羊

１９２３年 ９７８ ，０７２（１００ ．０） （２１ ．４） （１２ ．９） （３４ ．Ｏ） （１０ ．６） （６ ．９） （１４ ．２）

１９２４ １， ０４４ ，４０９（１００ ．０） （２４ ．３） （１２ ．９） （３０ ．９） （１１ ．６） （６ ．８） （１３ ．５）

１９２５ ９１０ ，３０５（１００ ．０） （２１ ．４） （１１ ．３） （３３ ．８） （１２ ．４） （７ ．２） （１３ ．９）

１９２６ ８４２ ，２０４（１００ ．０） （２０ ．８） （１１ ．４） （３２ ．６） （１２ ．１） （９ ．８） （１３ ．３）

１９２７ ６８４ ，５６８（１００ ．０） （１８ ．３） （９ ．３） （３６ ．１） （１０ ．８） （１５ ．２） （１０ ．３）

１９２８ ６５５ ，０９６（１００ ．０） （２０ ．２） （７ ．８） （３６ ．５） （ユ６ ．４） （１０ ．０） （９ ．１）

１９２９ ６７１ ，９３６（１００ ．Ｏ） （１７ ．１） （７ ．４） （３９ ．１） （１２ ．２） （１１ ．８） （１２ ．４）

１９３０ ５６９ ，４３３（１００ ．Ｏ） （１３ ．７） （８ ．Ｏ） （３９ ．０） （１４ ．０） （１０ ．７） （１４ ．６）

１９３１ ６５６ ，１１４（１００ ．Ｏ） （１２ ．０） （４ ．５） （４３ ．３） （１６ ．３） （１２ ．３） （１１ ．６）

１９３２ ４８３ ，８５３（１００ ．Ｏ） （１５ ．４） （５ ．９） （４４ ．６） （１２ ．０） （８ ．９） （１３ ．２）

１９３３ ５２４ ，９３７（１００ ．Ｏ） （ユ５ ．３） （６ ．７） （４４ ．０） （１２ ．８） （８ ．２） （１３ ．０）

１９３４ ５６８ ，５３５（１００ ．０） （１９ ．６） （７ ．８） （３８ ．１） （１３ ．７） （７ ．８） （１３ ．０）

１９３５ ６６３ ，８０６（１００ ．０） （１８ ．９） （８ ．９） （３６ ．６） （１５ ．０） （６ ．６） （１４ ．０）

１９３６ ７２６ ，９５７（１００ ．Ｏ） （２５ ．８） （１３ ．７） （２５ ．１） （１３ ．７） （１０ ．９） （１０ ．８）

（備考） １）原資料「職工異動調」（内務省警保局及び社会局）。

２）工場法適用工場中常時５０人以上を使用する工場に付き調査したもので１９３０年３月以前の分は神奈川，山形 ，
　岡山，熊本，宮崎各県に限り工場法的用工場全部に付き調査を行い，また，１９２６年９月以前は，全国の工場法
　適用工場に付き調査を行ったもの 。

３）昭和同人会『統計からみた雇用と失業』 ，昭和同人会，１９５７年，２２２ぺ一ジより作成 。

付表 ：８　官民営別工場数 ・性別職工数

工　　場 職　　　　工

年
官　営

官　　営
民　営

民　　営

計 男 女 計 男 女

１９０９ １５１ ３２ ，２２８ １２６ ，８６８ ９７ ，４２４ ２９ ，４４４ ８００ ，６３７ ３０７ ，１３９ ４９３ ，４９８

１９１４ １４２ ３ユ ，７１７ １３７ ，５４３ １０４ ，４２４ ３３ ，３０７ ９４８ ，２６５ ３８３ ，９５７ ５６４ ，３０８

１９１９ １３８ ４３ ，９４９ １６５ ，１８１ １２４ ，２４４ ４０ ，９３５ １， ６１１ ，９９０ ７４１ ，１９３ ８７０ ，７９７

１９２０ ３４４ ４５ ，８０６ １８７ ，８６４ １４０ ，９５８ ４６ ，９０６ １， ５５４ ，７２７ ７３０ ，４１９ ８２４ ，３０８

１９２１ ３７４ ４９ ，３８０ １８４ ，９６５ １４０ ，２２８ ４４ ，７３７ １， ６３５ ，８１１ ７５７ ，３４５ ８７８ ，４６６

１９２２ ３６２ ４６ ，０６５ １６２ ，６１８ １２３ ，９４６ ３８ ，６７２ １， ５２８ ，４０１ ７１０ ，３６８ ８１８ ，０３３

１９２３ ３４７ ４７ ，４３９ １６２ ，５１３ １２３ ，０７６ ３９ ，４３７ １， ６０２ ，６２０ ７１５ ，１２１ ８８７ ，４９９

１９２４ ３４７ ４８ ，０４７ １４７ ，１３９ １１０ ，８５６ ３６ ，２８３ １， ６４２ ，４７９ ７４８ ，９２７ ８９３ ，５５２

１９２５ ３４２ ４８ ，８１９ １３９ ，２６５ １０６ ，７９７ ３２ ，４６８ １， ６６９ ，１１６ ７４５ ，７５７ ９２３ ，３５９

１９２６ ３４４ ５１ ，５６２ １３３ ，９３８ １０５ ，６９８ ２８ ，２４０ １， ７４１ ，２５７ ７８８ ，１３６ ９５３ ，１２１

１９２７ ３３９ ５３ ，３４１ １４２ ，２０１ １１４ ，２８４ ２７ ，９１７ １， ７５６ ，６７１ ８０８ ，９１７ ９４７ ，７５４

１９２８ ３７１ ５５ ，５７７ １３６ ，０３２ １０８ ，２９２ ２７ ，７４０ １， ８００ ，２１７ ８４０ ，５８４ ９５９ ，６３３

（備考） ユ）農商務省 ・商工省『工場統計表』による 。

２）調査範囲は，１９２０年までは，直接作業に従事する者平均１日５人以上を使用する工場。１９２０年から１９２２年は
，

　職工平均１日５人以上を使用する工場，原動機を使用する工場及び工場法施行令第３条に掲げる事業を営む工
　場。ユ９２３年以降は，常時５人以上の職工を使用する工場 。

３）労働省編『労働行政史』第１巻，１９６１年，１２６８～１２６９ぺ一ジ［第４表の２１より作成 。

（３６４）



わが国における近代的労働市場に関する研究（三好） ９３

付表 ：９－１ 調査人口別失業原因

給料生活者 労働者 日傭労努働者

人 ％ 人 ％ 人 ％

総　　　　数
３６ ，４３７ １００ ．Ｏ １１３ ，７７０ １００ ．Ｏ ８９ ，８３４ １００ ．Ｏ

行　政　整　理
２， ８３７ ７． ８ ２， ２８３ ２． Ｏ ５４ Ｏ． １

軍備縮少
５２７ １． ５ １， ０３７ Ｏ． ９ ２１ Ｏ． Ｏ

業　務　廃　止
４， ２７３ １１ ．７ ８， ２８１ ７． ３ ２， ０３３ ２． ３

業　務　休止
１， ８９３ ５． ２ １１ ，９４２ １０ ．５ ４， ６２３ ５． ２

業務縮少
５， ８０２ １５ ．９ ２８ ，３４６ ２４ ．９ ９， １０４ １０ ．１

生産方法の変化 ９ Ｏ． Ｏ ３７ Ｏ． Ｏ ２７ Ｏ． ０

災　　　　厄
７３１ ２． Ｏ １， １５９ １． Ｏ ２１８ Ｏ． ２

労働　争議
２１ Ｏ． １ ４０１ Ｏ． ４ ５ Ｏ． Ｏ

兵役関係
２３５ Ｏ． ７ ４１３ Ｏ． ４ ５１ Ｏ． １

傷疾　疾病
５， ６４５ １５ ．５ １４ ，１２９ １２ ．４ ７， １５５ ８． Ｏ

自己の都合
１２ ，１８０ ３３ ．４ ３３ ，７８５ ２９ ．７ １５ ，９００ １７ ．７

仕事無き為
１４１ Ｏ． ４ ２， ７９４ ２． ５ ２６ ，０７０ ２９ ．Ｏ

天　　　　候
１２ Ｏ． Ｏ ３， ８０５ ３． ３ ２２ ，６５２ ２５ ．２

其　　　　他
２， １２８ ５． ８ ５， ３５８ ４． ７ １， ９２１ ２． １

（備考）内閣統計局『失業統計調査報告（大正１４年）』第１巻記述，２８～２９ぺ一ジ 。

付表 ：９－２ 産業別労働者の失業原因

総数 行政整理 軍備縮少 業務廃止 業務休止 業務縮少 産方法の変化

総　　　数 １１３ ，７３８ ２， ２８３ １， ０３７ ８， ２８１ １１ ，９４１ ２８ ，３４３ ３７

農　　　業
１， ５９８ ５

一
６６ ９９ １７８

’

水　産　業 ２１１ １
一

１９ ３６ ２２

一

鑛　　　業
１， ４９３

一 ｉ
３９ ８３ １６６ １

工　　　　業 ７２ ，３９１ １， ５１５ ８９７ ５， ８５５ ９， ４２３ ２１ ，３９９ ３３

商　　　業 １４ ，８１１ ３ １ １， ２７８ １， ０６９ ３， ２４４ １

交　通　業
１１ ，９８５ ２２７ １３ ４９０ ７０３ ２， ２０８ １

公務自由業
５， ３４２ ５３１ １２５ ３４５ ２９３ ５８８ １

其他の有業者 １， ６６６ １
一

１０６ １５５ ３３２

‘

家事使用人
４， ２４１

一
１ ８３ ８０ ２０６

一

災厄 労働争議 兵役関係 傷疾疾病 自己の都合 仕事無き為 天候 其他

総　　　数
１， １５９ ４０４ ４１３ １４ ，１２７ ３３ ，７８１ ２， ７９３ ３， ８０３ ５， ３３９

農　　　業
１９ １ ３ １１４ ８０６ ４９ １３３ １２５

水　産　業 ３
一 一

２４ ６７ ３ ２５ ！１

鑛　　　業 ３ ８ ８ ２８６ ７９５ １４ １２ ７８

工　　　業 ６５５ ３１５ ２１５ ７， ７８５ １７ ，７２４ １， ５７９ ２， ５２７ ２， ４６９

商　　　業 ２７９ ４ ４９ １， ８７８ ５， ６４５ ３２９ １５７ ８７４

交　通　業 １０９ ７１ １１２ ２， ４７２ ３， ８４８ ３９４ ６１８ ７１９

公務自由業 ３９ ２ ２２ ８３１ １， ５４４ ２４８ ２０１ ５７２

其他の有業者 １６

■
４ ２４６ ４５１ １３９ １２０ ９６

家事使用人 ３６

一 一
４９１ ２， ９０１ ３８ １０ ３９５

（備考）内閣統計局『失業統計調査報告（大正１４年）』第１巻記述，３１～３２ぺ一ジ 。

（３６５）



９４ 　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

付表 ：１０－１　一般職業紹介及び日傭労働紹介

年
求　　人　　数 求　職　者　数 就　職　者　数

男 女 計 男 女 計 男 女 計

１９２１ ２８７ ，５０６ ５０ ，５４８ ３３８ ，０５４ ２９３ ，３４８ １４ ，４３５ ３１２ ，７８３ １４３ ，２２７ ８， ０７７ １５１ ，３０４

１９２２ ３７８ ，５０６ ７２ ，１２６ ４５０ ，７２９ ４２９ ，６７６ ２３ ，５９１ ４５３ ，２６７ １８７ ，６８５ １２ ，２７７ １９９ ，９６２

１９２３ ６７４ ，８０９ １４２ ，６１８ ８１７ ，４２７ ６７４ ，１８７ ４６ ，２５１ ７２０ ，４３８ ２８６ ，９６７ ２５ ，５８３ ３１２ ，５５０

１９２４ ８８６ ，１５９ ２０９ ，４０８ １， ０９５ ，５６７ ８９６ ，５８１ ８２ ，７６５ ９７９ ，３４６ ３９７ ，８９６ ４６ ，４８６ ４４４ ，３８２

１９２５ ６８２ ，３０２ １７１ ，６４８ ８５３ ，９５０ ７８５ ，８２６ ９２ ，１５６ ８７７ ，９８２ ２４０ ，７７２ ４２ ，８２６ ２８３ ，５９８

１９２６ ５６４ ，７９４ １６４ ，９２６ ７２９ ，７２０ ６８６ ，５１９ ９４ ，０９６ ７８０ ，６１５ １８０ ，０７４ ４２ ，４８９ ２２２ ，５６３

１９２７ ４６４ ，０８０ １６０ ，４７０ ６２４ ，５５０ ６７９ ，９７８ １１４ ，７０８ ７９４ ，６８６ １６４ ，６８２ ５０ ，９２６ ２１５ ，６０８

１９２８ ４８９ ，２６４ ２０ユ ，０ユ１ ６９０ ，２７５ ６２１ ，６５６ １２９ ，１３５ ７５０ ，７９１ １５９ ，３６０ ５６ ，３５７ ２１５ ，７１７

１９２９ ４８５ ，９６９ ２３４ ，５４２ ７２０ ，５２１ ７０２ ，９２２ １７９ ，５６９ ８８２ ，７９ユ １７８ ，７９４ ８４ ，８７５ ２６３ ，６６９

１９３０ ５５１ ，２５４ ３５３ ，４７６ ９０４ ，７３０ ８８４ ，４１６ ２８３ ，６９６ １， １６８ ，１１４ ２１９ ，４６５ １１６ ，７３２ ３３６ ，１９７

１９３１ ６４８ ，３５６ ４８６ ，５９２ １， １３４ ，９５ユ ９２８ ，３６４ ４３７ ，７９７ １， ３６６ ，１６ユ ２７７ ，９２６ ２０３ ，３６７ ４８１ ，２９３

１９３２ ６６８ ，３５８ ５４８ ，８０５ １， ２１７ ，４５７ １， ０１３ ，４２８ ４８９ ，０４０ １， ５０２ ，４６８ ３１１ ，３１８ ２２９ ，４０７ ５４０ ，７２５

付表 ：１０－２　日傭労働紹介

求　　人　　数 求　職　者　数 就　労　者　数

男 女 計 男 女 計 男 女 計

１９２１ ３３２ ，０７５ ３， ２０４ ３３５ ，２７９ ３５７ ，４２５ ３， ２００ ３６０ ，６２５ ３１３ ，１９４ ３， １６６ ３１６ ，３６０

１９２２ ６８０ ，６８１ ４５ ，４９２ ７２６ ，１７３ ７２９ ，９９９ ４２ ，７９１ ７７２ ，７９０ ６５４ ，８６１ ４２ ，７５６ ６９７ ，１１７

１９２３ １， １２８ ，８６８ ２９ ，２６６ １， １５８ ，１３４ １， ２９０ ，６８６ ２７ ，９６２ １， ３１８ ，６４８ １， ０６３ ，９８３ ２７ ，０６４ １， ０９１ ，０４７

１９２４ １， ２８９ ，５４９ ３６ ，１２４ １， ３２５ ，６７３ １， ４９９ ，２２０ ３６ ，２７６ １， ５３５ ，４９６ １， ２２９ ，０１４ ３４ ，６８６ １， ２６３ ，７１２

１９２５ １， ２５０ ，７３７ ３１ ，２８９ １， ２８２ ，０２６ １， ５８７ ，０９５ ３３ ，３４３ １， ６２０ ，４３８ １， ２３９ ，４７８ ３１ ，０９８ １， ２７０ ，５７１

１９２６ ２， ４８３ ，９８５ ３８ ，１９２ ２， ５２２ ，１７７ ２， ７５３ ，９６７ ３９ ，４１７ ２， ７９３ ，３８４ ２， ４３９ ，７８０ ３７ ，９６６ ２， ４７７ ，７４６

１９２７ ２， ３５３ ，６９４ ３２ ，５３７ ２， ３８６ ，２３１ ２， ７１９ ，１００ ３３ ，５４２ ２， ７５２ ，６４３ ２， ３４２ ，２７４ ３２ ，１９７ ２， ３７４ ，４７ユ

１９２８ ２， ９１２ ，７９４ ６４ ，４１４ ２， ９７７ ，２０８ ３， ３０６ ，５１２ ６７ ，２５９ ３， ３７３ ，８７１ ２， ９０６ ，９７３ ６４ ，２６９ ２， ９７３ ，２４２

１９２９ ２， ９３８ ，３６４ ７６ ，８３１ ３， ０１５ ，１９５ ３， ３９２ ，１６４ ８１ ，０７３ ３， ４７３ ，２３７ ２， ９３３ ，５９０ ７６ ，６９０ ３， ０１０ ，２８０

１９３０ ５， ０１４ ，０９０ １１４ ，２５５ ５， １２８ ，３４５ ６， ０５２ ，９０２ １２２ ，０７１ ６， １７４ ，９７３ ５， ００７ ，９１３ １１４ ，１９７ ５， １２０ ，１１０

１９３１ １１ ，３３４ ，５７８ ５２７ ，０７２ １１ ，８６１ ，６５０ １３ ，６３２ ，３４７ ５６４ ，３４４ １４ ，１９６ ，９６１ １１ ，２２５ ，７３８ ５２２ ，３８０ １１ ，７４８ ，１１８

１９３２ １３ ，１５５ ，９１７ ７１４ ，３７２ １３ ，８７０ ，２８９ １６ ，５７５ ，６３１ ８１５ ，７１０ １７ ，３９１ ，３４１ １３ ，０７１ ，５４７ ７０６ ，５５６ １３ ，７７６ ，１０３

（備考）厚生省『職業紹介統計』（昭和１３年版），１９３９年より作成
。

　１９０９（明治４２）年から１９３４（昭和９）年にかけて，民間の金属産業の工場数は，規模ごとに見

ても一貫して増加している。そのもとで，職工数についても同じように一貫して増加している

（付表 ：１ ，２）。 また，民間の機械器具産業についても ，同様のことがいえる（付表 ：３ ，４）。

１９０９年から１９２９年にかけて，第Ｉ ，１部門別に職工数（男女計）の推移をみれば，１９２４（大正１３）

年から１９２９（昭和４）年にかけて１０～１５人規模の第１部門，５００～１ ，０００人規模の第Ｉ部門
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）１，０００人以上規模の第Ｉ及び第１部門で減少し，総計でも第Ｉ部門で減少している（付表 ：５）。

　工場における職工の移動状況をみると，季節による変動を含みながら一般工業のばあい数％

から１０％を超える雇入，解雇がみられる（付表６）。 また，工場労務（働）者の解雇者の帰趨状

況からみると ，１９２２（大正１１）年には，同種工業に転職した者の比率が２１ ．４％，他種工業に転職

した者の比率が１２ ．９％，帰農した者の比率が３４．０％その他に転職した者１０ ．６％，未従業者６ ．９％

で， こうした状態は昭和初年頃まで続く（付表 ：７）。 帰農者の比率が高く ，特に昭和恐慌時には
　　　　　　　２）
４０％台に達する。この場合の移動する過程の労働者，未従事者，帰農者は，相対的過剰人口を

なし，未従事者は固定的過剰人口であり帰農者は潜在的形態の過剰人口をなすものといえる
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６６）
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　わが国における労働市場は，新生産力基軸の発達にともなう重化学工業化の過程として新産

業が勃興することで，大量の労働需要と経済不況に起因する大量の失業とが発生した。これら

を指標とすれば，第１次世界大戦後の第Ｉ部門の職工数の急増と戦後の経済恐慌で失業が顕在

化した時期にこそ，近代的労働市場の起源を求めねばなるまい。この場合，失業の内容が問題

となる。というのは，失業が労働者側の組織的かつ自発的失業に起因するか否かが，労働市場

の組織化の在り方にかかわるからである。そこで，この時期の失業の性格を解明することから

始めよう 。

　工場における職工数の動向を見ると ，１９１３（大正２）年，１９１４（大正３）年と官営は不変，民

営は工場数が増加していながら，職工数は１９１３年に大幅に減少し１９１４年にやや回復したが，民

営工場では１９１４年，１９１５（大正４）年と減少，停滞している。なお，官民営を含めて男女職工数

で男子が女子を超えるのは，昭和恐慌後になる（付表 ：８）。 また，１９２５年１０月１日に実施された

失業統計調査によると ，産業別労働者の失業原因は，工業を例に取れば，工業失業者７２ ，３９１人

のうち業務縮小，休止，廃止を原因とする失業者だけで５０．７％に達する（付表 ：９ －１ ，９ －２）。

給与生活者および日傭労働者についてみると，給与生活者の失業原因は労働者の失業原因に類

似しているが，日傭労働者については仕事のないこと ，天侯による失業が大きな比重を占める

点で異なる。日傭労働者のこうした失業原因に，停滞的形態での相対的過剰人口が形成されて

いることを知る 。

　労働市場は，この時期，労働の需給法則にもとづく賃金の変動の基盤となる相対的過剰人口

の成立を，労働力の移動と帰農およひ未従業という形態での失業によっ て明示している。また ，

資本と賃労働との交換は，資本の素材的実在として機械装置等対象化された労働が直接的労働

としての生きた労働をその支配のもとに置くことである。もちろん，このような資本による労

働の実質的包摂は，資本主義的生産に固有の生産様式，すなわち機械の発達とその細目にいた

る展開による大工業の形成を前提とする。資本に実質的に包摂された労働は，職種に対し技能

に応じた職務に細分され，「格」づけられる。機械に従属して「格」づけられる労働力，したが

って労働者は，自発的失業による労働の供給制限で，賃金に対する労働者側からの規制力を発

揮することは，もはや不可能にな った。そのような労働者は，労働市場における直接的な規制

力を喪失するもとで，職務に対する規制力の確保に努めることになる。労働者が組織的に職務

規制力を発揮しようとすれば，職務規制は国家による職業紹介に依存し，職務規制のためには

女子や見習いの労働者をも組織に組み込むことを必要とする。こうして，近代的労働市場は ，

国家の職業紹介と職能組織の組織原則を開放化した労働組合とを，その成立用件とする 。

　かくして，この時期は，職業紹介が開始された時期でもある。無料職業紹介は，１９０６（明治

２９）年に東只市芝区愛宕町の救世軍本部内に設置されたものから始まるが，公営職業紹介所の設

置は，１９０９（明治４２）年に内務省が補助金を交付して設置を奨励した結果，１９１１年の浅草および

芝に開設された東兄市職業紹介所をもっ て晴矢とする。第一次世界大戦後，東只市は社会局を

新設し，１９１９（大正８）年の市訓令甲第３３号は社会局慮務務規程を設定し，職業紹介を行うべき

事業の一つとして努働課の所管とした。職業紹介は，一般の職業紹介と自由（日稼）努働者の紹

介とからなり ，紹介方法は，市が特に紹介先と豫め特約して賃金の立替支払の便宜を與え仲介

者の不當漁利を防ぎ紹介するものと随時の申し込みにかかわるもので賃金の立替支払をしない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６７）



　９６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

　　　　　　３）
ものとがあ った 。

　また，第一次世界大戦後の不況は，失業保護に関する施策を必要とし，１９１８（大正７）年の床

次内務大臣の諮問にたいする救済事業調査会の答申「失業保護二關スル施設要綱」（１９１９年）は ，

労働需給の把握，公益職業紹介所の設置およぴその相互連絡，失業緩和に対する事業主の協力 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
土木事業の起工，失業者の帰農等の対策を提起している。設置が勧奨されたことで，公設の職

業紹介所は増加し，１９２０（大正９）年には９６ケ所，他に施設の職業紹介所が４９ケ所に達した 。

１９２０年に内務省秘第５５９号をもっ て， 内務省警保局長より各地方長官宛に「努働者異動に関する

報告の件」を通牒し，毎月の異動状況を調査報告させることになっ た。 同年，内務次官は通牒

をもっ て財團法人協調会を指定して中央職業紹介所を新設し職業紹介事業の違絡統一を図るこ
　　　５）
とにした。こうした失業状況と施策とを背景に，１９２１（大正１０）年内務大臣は社会事業調査会に

「職業紹介要綱」を諮問し，この答申にもとづき同年政府は第４４回帝国議会に職業紹介法案を提

出した。法案は，貴衆両院で原案通り可決され，関連法令とともに勅令第２９２号をもっ て施行さ
　６）
れた。また，１９２２（大正１１）年には，第１回国際労働総会（１９１９年）で採択された「失業二關ス

ル条約」と第２回国際労働総会で採択された「海員二対スル職業紹介所設置二開スル条約」を

批准した 。

　この職業紹介法は，職業紹介事業を全国統一的に行うために，国の事務として市町村長が事

務を管掌するものとした。なお，経費は，市町村の負担とし，職業紹介の無料主義の原則を明
　　　　７）
らかにした 。

　１９２５（大正１４）年には，公立１４１私立４０併せて職業紹介所所長は，専任９２人兼任８９人，職員は

専任４６３人兼任８０人であ った。市町村立職業紹介諸経費は，１９２３（大正１２）年で５７１ ，７２２ ．５５円 ，

１９２５年で７１０ ，８５１ ．０２円であ った。また，一般職業紹介は，１９２０年６月から１２月の小計で，一般

職業紹介における求人敷は，男女合計で９５ ，４３２人，求職者敷１１５ ，７８３人，紹介状交付敷９１ ，６６８件 ，

就職者敷は６１ ，６２９人であ った。日傭努働紹介では，同期間中の男女合計で，求人敷９２ ，１００人 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
求職者敷１５９ ，１７４人，紹介件敷９５ ，７８９件であ った。１９２１（大正１０）年では，男女合計で求人敷

３３８ ，０５４人，求職者敷３１２ ，７８３人，就職者敷１５１ ，３０４人，日傭努働紹介では，求人敷３３５ ，２７９人 ，

求職者敷３６０ ，６２５人，就職者敷３１６ ，３６０人であ った（付表１０）。１９２５年の調査では，失業者とされ

るものは，「失業當時努働者又は給料生活者たりし者にして調査當時現に失業状態に在りしもの

なり 。但し日傭努働者に就きては日々又は晴時に雇傭關係変動するを以て其の失業せりや否や

は専ら調査の直前九月３＋日の状態に依り之を決したり 。　而して本調査に於て失業とは能力及

び意思を有するに拘わらす就業の機会を得さるの状態を謂ふ。従 って，１ ．頽齢衰弱者，２ ．

瘤疾の疾病者，重傷者，不具者，酒筒Ｌ又は怠惰等の悪癖ありて就業に適せざる者，３ ．任意に

基く不就業者，浮浪者にして自ら求職の途を構せらる者，４ ．同盟罷業又は工場封鎖の為就業

せさる者，５ ．失業當時の業務に比し収入及其の他の黒占に於て不満足なるも現に就業の機会を
　　　　　　　　　　　　　　　　９）
得たる者は失業者として調査せさりき」という 。また，１９２９年の「失業状況（推定）月報二關ス

ル通牒」では，失業者は，「（イ）失業當時給料生活者又は努働者タルモノニシテ調査當時現二失業

状態二在ル者但日傭労働者二就テハ調査富時ヲ起堅占トシ過去　ケ月問二於テ大凡其の四分ノ三

以上就職セリト認メラルル者ハ失業者ト見傲サザルコト ，（口）而シテ失業トハ就業ノ能力及意思

ヲ有スルニ拘ラス就業ノ機会ヲ得サル状態ヲ謂フ ，従ツテ（１）老衰者，（２）傷病不具者，酒禽Ｌ又ハ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６８）
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怠惰等ノ為メ就業二適セザル者，（３）任意不就業者，（４）同盟罷業又ハエ場封鎖ノ為就業セサル者
　　　　　　１０）
等ハ之ヲ除外ス」るとしている。公螢の職業紹介の他に，業態別の螢利職業紹介があり ，１９２２

年で男女合計の求人敷が１ ，１８７ ，２６７人，求職者敷８８９ ，５６３人，就職者敷５６６ ，７２９人で，求職者敷に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
対する就職者の割合は男女合計で６４（男６４，女６５）％に達し，同年の公営の一般職業紹介が４４％ ，

日傭努働紹介９０％と対比しても ，この時期には相当の位置を占めている 。１９２５年の螢利職業紹

介事業取締規則（１９２７年施行）後は，紹介業者数は減少し，これら業者の紹介による就職者数も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
減少した。１９３８年に職業紹介所が国営とな ってから，螢利職業紹介所の取扱件敷は急減した 。

　また，業態別に公私の一般紹介を対比してみると ，１９２２（大正１１）年では，工業及鑛業につい

て公螢職業紹介による就職者敷（男女合計）と求職者敷に対する就職者比率（男女合計）とは

２１ ，９５９人５７％，替利職業紹介では４４ ，９７７人７０％，土木建築では，公螢で１８ ，６１０人７６％，螢利で

１４３ ，０９３人７４％，商業で公螢４２ ，０８６人４６％，螢利で８２ ，０８５人５０％，農林業は公螢で７０７人４６％ ，

螢利で３３ ，Ｏ０４人９１％，水産業は公営で８９人６８％，営利で１０ ，７３４人８８％，通信運輸は公営で

１１ ，５９３人６６％，螢利で３４ ，８８７人７９％，戸内使用人は公営で１７ ，７９６人３９％，螢利で１２６ ，４６２人５１％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
雑業は公営で２８ ，１８６人２８％，螢利で９１ ，４８７人６９％であ った。このような螢利職業紹介の公螢職

業紹介に対する優位性は，昭和の初頭まで続いた 。

　公螢の職業紹介よりも ，この時期，募集取締の法的規制があるもとでなお螢利職業紹介が重

要な位置を占めていたことは，労働組合の市場規制力の脆弱さと関係していると思われる 。も

ちろん，労働組合に，市場規制の意向が全くなかったわけではない。たとえば，活版工同志懇

話会（１８９８年）の会則には，「休職者ありたる時は各委員に通牒し就職紹介の労を執る」として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
いる。また，この時期，職工の外に「四年以上七年の年季を定めた徒弟」を養成していた。活

版・ 印刷の労働組合は，当初は，「職員」職工をもっ て組織されたが，その後争議には女子等も

参加したし，大正末年には，横浜印刷工組合大会（１９２５年）のように，「婦人および幼年工勧誘」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
とともに「失業者の職業紹介」も取り組まれた 。

　ところで，公螢職業紹介は失業者救済施策として政府により勧漿されて普及したが，職業紹

介法の制定も「失業救濟二關スル所ノ社会政策立法ノートシテ提出セラレタモノ」であ った 。

しかし，失業保護施設の体系化は，昭和に入ってからのことであ った。この失業保護施設の体

系化は，不十分であ ったとしても ，それが提起され具体化され，しかもそのことは，労働市場

としては新たな展開の段階に入 ったことを意味する。したがって，また，その分析自体は，帝

国主義的労働市場として別個に解明されることになる。いいかえれば，小論が対象とする近代

的労働市場として解明の対象となる時期は，昭和も初頭までである。ただし，近代的労働市場

を産業資本主義段階の労働市場としてとらえれば，対象とする時期は大正の中頃までである 。

それ以後は，独占資本主義段階の労働市場であり ，それは，さらに，昭和期に入るとともに国

家独占的資本主義労働市場となり ，そうした内容において帝国主義的労働市場として性格づけ

られる。分析の対象時期を昭和初頭までとしたのは，産業資本主義段階の労働市場から独占資

本主義段階の労働市場への移行とその枠組みの形成によっ て， 本来対象とした近代的労働市場

が鮮明となるからである。しかも ，わが国の場合は，労働市場の市場機能を政策的に，したが

って制度的に確定することをもっ て指標とするだけでなく ，資本主義的生産に固有な生産様式

にもとづいた労働力の吸引と反発において，労働市場の組織化の在り方からみれば，大正末年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３６９）



　９８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第３号）

から昭和初頭頃までの中で，近代的労働市場の構造をとらえねばならない 。

　　 １）１９２４年から１９２９年にかけて１０～１５人規模の第皿部門の工場数は１ ，４６０から１ ，６０７へと増加している

　　　が，５００～１ ，０００人規模の第Ｉ部門の工場数は，５５から４８へと減少し１ ，０００人以上規模の第Ｉ及び第１

　　　部門では４６から３４，１８１から１６６へと同じく減少している（塩澤君夫等編『日本資本王義再生産構造

　　　統計』，岩波書店，１９７３年）。

　　 ２）農林省農務局の帰村に関する全国調査である「農漁村の労力移動状況調査」報告によれば，１９２７

　　　年中の離村者に対する帰村者の割合は，３２ ．２７％に達する。長期にわたる離村の他に１ケ年以内にお

　　　いて帰村する意志を持って１ケ月以上離村するところの回帰的移動を含むことで帰村の比率は高く

　　　なる（野尻重雄『農民離村の実証的研究』，岩波書店，１９４２年，３６４～３６５ぺ 一ジ）。 このように労働

　　　市場にとっ て， 農村労働力はは不可欠の供給源であり ，また，帰農者の受け入れ先でもあ った 。

　　３）東京市中央職業紹介所『職業紹介事業要覧』（大正１４年），１７～１８ぺ一ジ 。

　　４）労働省編『労働行政史』第１巻，労働法例協会，１９６１年，１６８ぺ一ジ 。

　　５）同上書，１７４～１７５ぺ一ジ 。

　　６）職業紹介法は，勅令第２９１号をもっ て， 第７條（事務局の設置），第１２條（職業紹介事業の監督）

　　　をのぞき施行された。方の施行にともない，内務省は，告示第１２３号をもっ て連絡統一の事務機関と

　　　して協調会を指定し，また，中央職業紹介局規程を制定し，同会内に中央職業紹介局（協調会中央

　　　職業紹介所を改称）を設置した（同上書，１７７ぺ 一ジ）。

　　７）同上書，１７７ぺ一ジ 。

　　８）中央職業紹介事務局『職業紹介成績』（自大正９年６月至昭和５年１２月）より作成
。

　　９）内閣統計局『失業統計調査報告（大正１４年）』第１巻記述，１９２７年，２ぺ一ジ 。

　１０）社会局社会部『失業問題關係事務参考資料（昭和６年１１月）』，２～３ぺ一ジ 。

　１１）前掲『職業紹介成績』 ，６５ぺ一ジ 。

　１２）１９２６年には就職人数は最高の６２４ ，８８４人であ ったのが，１９３９年には２６７，１３２人まで減少している

　　　（前掲『労働行政史』第１巻，５４６～５４７ぺ 一ジ）。

　１３）前掲『職業紹介成績』による 。

　１４）水沼辰夫『明治 ・大正期自立的労働運動の足跡一印刷工組合を軸として一』，ＪＣＡ出版社，１９７９

　　　年，３７ぺ一ジ 。

　１５）同上書，２３１ぺ一ジ 。

結　　語

　わが国における近代的労働市場の構造的分析に当た って，その成立過程が後発資本主義国と

して，国家の要請にもとづいた軍需主導の展開がもたらす特殊性を排除して解明する必要があ

った。それは，近代的：資本主義労働市場としての固有の論理を明らかにした上で，その特殊

性を規定すべきと考えたからである。こうした理解は，近代的労働市場を，資本主義の典型と

してイギリス資本主義の労働市場を分析し，それとの比較によっ て日本資本主義の近代的労働

市場の成立および構造の特殊性を明らかにするという方法を排除しようとするものであ った 。

といっ ても，それは，イギリス資本主義の労働市場を分析することの意義を過小に評価するも

のではない。分析の対象はともあれ，そこに近代的労働市場の論理を抽出し，その一般的論理

によっ て対象の歴史的特殊性を規定するということであれば，対象の如何は問題にはならない 。

　それはそれとして，後発資本主義国としての特殊性は，産業資本王義と独占資本主義の段階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３７０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
を明確に区分するすることに困難がある。また，独占が成立することと ，独占資本主義の段階

に入ったということとは区別されるべきである。独占資本主義は，帝国主義の経済的内容とし

てこそとらえられるべきと考える 。

　労働市場論として解明されることは，理論的には賃金が就業者と産業予備軍との関係のもと

で把握されること ，すなわち産業予備軍の増大が剰余価値率の，とりわけ相対的剰余価値生産

にもとづく剰余価値率の上昇を意味することである。賃金がどのように決定されるかというこ

とは，賃金を労働者階級に対する分配としてとらえることである。それは，就業者と産業予備

軍との運帯において，労働者階級の状態をとらえることでもある。この労働市場における賃金

を労働基準としてとらえることができる。賃金には時間賃金と個数（出来高）賃金とがあるが ，

資本王義的生産に固有の生産様式，したがって機械的生産においては基本的には労働時問を単

位として支払われる。しかし，労働時問を単位とする支払は，労働の「格」について確定され

ていること ，また，労働強度についての標準化が不可欠である。こうして，賃金の決定は，そ

の支払の単位である労働時問や労働強度についての設定，すなわち労働基準の設定を必要とす

る。 この基準の設定は，労使交渉に依存するとともに，法律で決められた基準をもとに制度的

に保障される。かくして，労働市場論が解明すべきことは，労働者階級への分配と労働基準と

いうことになる 。

　こうした課題にもとづく近代的労働市場の分析は，産業資本主義段階の労働市場の分析で終

わることはできない。それは，独占資本王義つまりは帝国王義的労働市場の分析に至 ってのみ

完結する。というのは，わが国の資本主義が後発資本主義であることばかりが理由ではない 。

資本主義の労働市場が，機械と大工業の展開とともに発展した労働市場を分析しようとすれば ，

労働市場の組織化における労働者階級の社会的力量の成長とその獲得物，すなわち労働基準の

制度的保障を内容として把握する必要があるからである。労働者階級のこの獲得物の歴史から

すれば，独占資本主義段階まで分析を進めてこそ，産業資本主義段階の労働市場分析は完結す

るというべきである。その意味では，小論は，未完成の論孜にすぎないものである 。

　　１）星埜惇氏は，「第１次世界大戦前後から準戦時体制までの時期を，まず，資本主義的経済制度が日

　　　本の経済構造で支配的位置につく時期であり ，また，同時にそれが，独占資本主義の確立 ・支配と

　　　してあらわれた時期でもある」とする（塩澤 ・後藤前掲書，３５６ぺ 一ジ）。

　　　　第１次世界大戦（１９１４年勃発）は，異常な好景気をもたらした。１９１８年に大戦が終結した後，戦

　　　後の部分恐慌，１９１９年の４～５月以降の一時的な回復，１９２０年３月以降の反動恐慌，に見舞われた 。

　　　 １９２１年のワシントン軍縮会議，１９２３年の関東大震災と続くなかで，救済資金の放出一物価上昇一為

　　　替相場下落一輸出圧迫一入超と ，後の金融恐慌（１９２７年）が用意された。金融恐慌の余塵がなお残

　　　るなかの１９２９年には，アメリカで勃発した大恐慌は，瞬く間に世界を席巻し，昭和恐慌へとつなが

　　　 った（同上書，３７８～３８３ぺ 一ジ）。 昭和恐慌に至るこうした過程において，生産の集積はすすみ独占

　　　の支配力は強化された 。

（３７１）




